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Ⅰ　法と経済のアフリカ的特色
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訟と経済の祁互関連の緊密なことは異論のなし、r乙し行｛斉 J''’ ~/ ｝カ在’JIヰ（＇c

どわらがしかしその両者の関係で、F予定である。
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今日では経済がてはl免の分かれるところである。

上部構造である法を規定す

！日 111山： rtt ‘》
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法のTffll構造として，

ることはかなり広く認められていることであり、

また同時に法がその法形式の内己法則性をもって

それを生み出した経済に反作用をおよぼすことも

広く沼められてし、ることである。

そしてこの互いに規制する法と経済はレす二れも

ペ〉の秩序であり，「法，tt士会生活の維持および発
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現代のア 7 IJカJt、動,I;L，クーデターが相次ぎ，

日乱の大陸としての印象を与えているr
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必要な物資を獲得し処分することに関する秩序i

(/1 l jである c法と経済i.t互いに固有の秩序を持t)'

間有の理念をもっているものであるが‘「経済は泣；

を媒介としてのみその社会的目的を具体化するこ

経済は人間がその生活に燥に関する秩序であり，~\; ,t,；的な！色i

Jillである経済開発がどの上うに jf!:んできたか；土、

さ人にわれわれの問心を，JIさ起こさずにはおかな

しかしそれらの変動の中にあって，

！、

' 0 

そこで本悩はその経済開発がどのように実現さ

子段に法；士経済との関係においては，とができ，ィ才、山側面ーから考保してみようと足、オLてL、イ）刀hを『

上って｛呆障された経j斉Jmz）である。

不可分性を認識

これはまた法と桂tfr.法と政治のかじみあ－) ) 0 

このような法と経済の相互性，しかしここではそれらの問題のた問題でもあるc

この研究にとってまず第lに要求さ

れることである。

しかし本稿は，この法と経済の関係を，

する二とはラまた－［主！

におけるJtcT）原史的分析といったものでιなヤ。
明者方通今後行たおうと十る発展途上併の法律研究

理論的i阜求を IHl':Jとするしのではなし＼

a般的，

ア7 リカにおける抽象的に述べるものではなし、。に先行J 'ffiHl架しど、、ったホのである「

-7 7 I）力持にアルジエリアを中心と Lて述べる 法の役割につし、て事実に即して考察することを日

それに伴う経済開発合長

本問題とするアフリカでの法の役割を研究するこ

そして，1'r1としてし、るの一般的性格

とL、った点 fうsら本論；二はし、りたいと思うす
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とにより，法のい的とする正；：l, 平等，法的安定

イ中とはとのようなものかについていささかなりと

十長j[i:してみたレと考えるものであるc

モこでこの研究を進めるにあた，》て， :t.ず次の

上うなt去のもつ独自の性格を認識しつ＂）、これを一

つの視点として fフリ力に識を進めていきたL、。

すなわら，第 lにi去周／範の体系である法秩序i土宅

特定γ）世会で， 特定の実力によって規範｛とされた

ものであり， I五五、 ,r:F守町法的安定tf,7）祇土、をとお

して普通化され、 それによ，－，て特殊的要求が普遍

的妥当性円形式で、表示されるものであふ。 '.'.j';＇.！ に

法規範はその現実的基礎で、ある特定の実力を離れ

て、 独自の法員ljに従ってr'iら展開するものでふっ

て， この法〔7)イデオロギ一的性格i土、一方では法

vこよるイデオロ二千一的支配をロj能いこし、 他方その

よう江性格は現’jミ／＼の反作用を営み、社会的な進

歩をもたら寸｜者能をも，－，ものである。法はかくし

てそのイチ寸口ギー的性格をとおし ζ社会的に保

守的反動的機能を持っと同時ト二進歩的機能をも持

つもので点〉る。

さてこ CJi去の性格の必，＼説全11＇，発点と：＿＿て次に γ

Yリ－／7における法と怪済の特色につ十てふれてお

きたl司、c そ内的；こまず，アフリカの新興諸国の現

1宅の状況と明治維新後の日本とを比較しつつ問題

全進めよう c 明治，； I 上I本は安政条約という不、ドヤ7

条約のもと i二、 外入居寵Iむが設置され、領事裁判

か行なわれ， ltH見の主権もなかった。そν＇）是正の

ために日本ftヨー口、ノベ法の導入をf七＇i:_って；i：：法

をはじめと寸る民商法を制定し‘ ム応独社対家と

しての法制度を確立して、 明治44年に上うやく完

全な関税臼主権を得ることができたっこの時期は，

一度輸入しよ二ヨーロツノ：法を日本v＞土壌にj盗（，さ

せるi去の整備11寺代であった。 その後itll本の風土

のもとにj虫「lf仁、 また特異ーな法制度カュヰ在民十るll寺

期となり， それはなによりもわが国経済の肢行的

発展に伴う諸矛盾Aがわが国の社会生活の各方面に

あ「フわれ， それにつれど法律制度も特有のものと

なってきたためである［片目。特に明治；l7・：l8年の

l::f 終戦争前後からの日本資本主義の急速な発達

は，第 iiこ，投資ト二関する新制度の創設，第2に、

1>.'fit:去の会社編の修正，第3に、天然資源の開発に

！空lrる法制の整備，第4に， 中小企業者の組ft制

度の整備，第5に， 不動産利用権の強化をもたら

し，資本主義的な経済法が発達してきたじ

その後のR本は，経済統制の時期をへて， 産業

合理化のための立法， 準戦時および戦時｛本市！！の経

済立法が行なわれた。第2次大戦後の初期の経済

立法は， 主として占領権力によってもたムされた

が， こわばかっとの伝統的経済構造を破演すると

同時に，新しし、経済構造を形成するための役割合

目的としたものであったcそしてこれノらのi去は，占

領権力のか向転換と i:1本の独占資本の立直りの後

；こは宅 常iこ改廃の脅威にさらされてきぐいる。た

とえば戦後経済立法の中で経済的に大きな影響を

及ぼした独禁法もたえず改廃合せまられてきた

か、 ー定の限度で日本資本主義を規制してきたも

のでありパ財閥解体法，独禁法，労働法，農地法

をq1心とした経済民主化諸法が，再生しようとす

る占L 日本的なれのときしみ合し、の中で新しい資

本主義$：：展開させJてきたものである（打4¥ この

ように明治以後の経済諸法が今日のH本経済を築

きあけてきたのである。

他方7フリカは日本のこの歩みを圧縮しつつ異

なった展開を示している。 まずその相違は伝統的

な慣習法と他民地時代からのヨーロ、ソパj去の併存

とし介事実で，このような法の多元性は，日本の明

治維新にはなかったことである。そして現代のア

フリカ諸国は椀民地法と慣習法のf'JI二存の上に， さ
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九に新L，，、民有：1r r .l －＿ジア， （；し／エリア，モ口、ソコ /Jfむから市民の私的所有へ（地租制度の改1U、政府

心T}、と LくFう：..:.z 包＇i5共和国：：l,,1；をぬとしたように） uらが企業者的役割をになって行なう上からの工
5:::/td）口、る段潜／（のである乙コ；； '.! iニア ・7 1) ,'; は た化やは遺産興業jによる資本主義への移行と十

拍民地il寺「比にすで（二大芯リ小/cIi資本 Li主化さわ うi攻菜をとづた。またその資本主義化のためには

：きたが， j虫な後円新L，，、経済0法の内容はより 秘悦a』11主や貨幣制度の確立が必要となり，さらに
山11－主：じ資本主義的性終をおび， f二社、丘、， Ii:rt、，投 身分ftlj度内応ti：ペコヨーロソパの生産方法の導入が

資i去はときに：.t j比五，11社会に不適、i＇：な；1どに現！恕 必要となりラ ri本の法制度はそれらを座標軸とし

的己主えふるじたとえば1%2年末に公ふされたカ て確立してし、ったのであるの

ー十山会社1t：し fギリスゴ〉守門家グノ fになるも さらに&b2次大戦後は，家族制度の路止、民地

ゾJだか， イヤ）スでさえ立法化され亡ない波定を 改てr，労働運動の解放，財閥の解体を日的とした
含み， ゲー十日）必要性と条件をとびこえてレ ；去のd支正がhなわjtたO ニれらはいずれもll/Jtf.紺； 

る（口＂ 10 ＇.：｛＇；τ； 3 : ~ i政i麦i}）円本でkうやく j！＇，井仁才JJLた ~守r以i炎の日本が；Ei字してきた造制の改革である0

京｝皮制！支， u也市I］／主♂ i己t草ぺJW，~（的人権の椛、！
fプ I）：ヴ諸11司に才j、、戸乙（土現在同じく／：:J;,lflとされ， 未米への改革のトレガーとしての役割をもってL、

そしり改 1;';:i 二~，；rされてL、ることである。 るじアブリカには a 方に伝統的な，部族強制を中心

二の上うに見てく’3と， I 7 1）力では 11：ヰ；の砂！ とした慣習法校会と，他方に植民地青による支配

1M仏新と第三次大戦後円法変動かi而時に行なわれ 体系である植民地法社会土がある。 この二つの遺

ていると v、え上う しかしその法；11小と♂）le］的と 1・ ;1;1］を， 立i認する社会に変革する役割をもったιの
るどこ〆）it、u；や政治の経済に対するm導性とレ が‘ 日本におけるようにi丑家による，そして法iこ

うことで J土 l1~J じで，たとえばわがい！の！：；5 合，後Jill ＿二 上る，政極的h経済への干渉と，社会改.＇（，：への参

(i午：.＇Jぷ／J＇「〕さめにときは， ヨーロ JノJ諸［互い土す ]JI！であるといえよう。

でに白木主主的諮泌をとげiill商貿易i土活発となり そしてこのための法への過大な期待は， アフリ

州民地湾問のため乃政治的‘経済的見午治‘激化L 力ではゐ函法の優感性を導き出し， あるいは法万

ll本に：：てrfjiしよせてきた時期であった。このよ 能の｛ぜ！［1'1］をもたらしがちであるといえる。アフリ

うな状態の中で間同 Lt二日本l士、 Ifl If;!;}.: ;¥Lに速す カの指導者が法をどのように考えてL、るかについ

る経済：.＇Jf｝：：；交と外向l，トらの侵略を防ぐとめの11,l}J て，たとえば「訟は未来の創造者であるeわれわれ

山充実が，己的であった〕 しかし当H'iのri本は口l[I'.: にできる三と i：上， i会の技l*rをとおしてアフリカ U） 

，，，＇）桂J斉i円一Ji)Jか口半；主J主｛ヒ寸るiEど；，ご；（士 f］立！，：主してL、 三；4〆〉

ふiう‘ Jノ／二た／！）、 l.1、｜京J旨j尊に上る資卒；七；i‘之｛ヒが必t: る！とし、う言葉にもみられる池7)。 またアフリカ

であった。 この心で日本山資本主ふ；士山：／，発生的 における法の役割につヤて， アフリカの有力なお

で江く， 'c J rr年成のためにl玉！家は経済i二fこし、十る 均在であるー！，ク・トーレi土， 「たしかに法は超越

l!f-ri色［二渉‘指導、統fl)IJを行fよ J たものである印刷、 (1りなものではなく，無限に改正しうるものである内

町ド的に心絶汁主詫［J.~家とし ζ小詰体系の /j'(ij ；げ〉 人民の利益を中心と L, 人民に管理される政体で

jどめ地方分権化治、ら中央集権化－', J:tむを領主の

4 

{i, 法制度を国民社会から切り離すことはできな
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L、。そんなことをすれば，強化すべき人民的性格 の第 lの役割は‘ 主ず経済社会構造の改革とし、ぅ

士山げず；こはL、な！ィ、j と述べげ18，また出放さhた ことであるc このために特に立法行為が重視され

μガーナーのエンケルマJt 「訟は人J(::C）生活の，政 るわけであるが， それによって古い慣習法は改変

治，経消，社会的諸条件の法的夫現であり，人よ！との され，社会的な障害である土地制度や家族制度（婚

ii！）じの諸口標山去唱でもある」と；,Fべ心、る (ii9 ) c Wi :iill/支なども）も改められて，やがて人格の平等，人

このように， アフリりにおいては立、の役割L土すこ 権の尊民という観念がめばえてくるとし、えよう。

ふら強調されてL、るのである。 この意味でアフ！！カでは法はまず倉！Jj査手？として

守一 p ゾ，',,) iutUl；会；土， IU家の「itじからの自 の役；引をになっているといえるG

f8を求め，人格（／〕干一等，所有権び）絶え：Ht，契約の 次に第三の理由として，このj去の優越性の理rll'

向由を！;I~本とした伺人主義的な法社会であり，そ またその役割は，次のようなものである。アフリ

υ〕背後に「見えざ乙 F C'J予定調和がちえられて カ諸i誌には λ党fl¥lJl£1家が多く， また軍隊の力も強

いた。 しかし現代の福祉国家ではこれに対して止 し、，それはアフリカ諸liJに領発するクーデターに

（＇＇｛~主1J が強制されごいゐ心 上けてもうなずけることだ、が，それらを抑m1Jする

この：：1 一口、／パの福祉国家では ~t~ :Jかごから T段正して法，特に憲法が重視主れる。指導者の

忠士Etで .Jご1. 、りにうに｜主！家による社会保障がわ二 交代に；！；：

.！（わti、 が少なく，中央i；十]ll¥i日泣か行たわれ、

方通つ政治的民主主主が行なわれてレるといったよ

うに， lTil家が社会，経済生活に大きべ役＇） i'Jkii -' 

てL、る。 T7  IJカ諸国の多く ft, 三グ〉イギ l）てム：〉

づランス、 言、fこは社会主義国家のft;I;了導入LてL、

る己ゐその社会l土史ーなっL、るc T 7 1) fJにおけるil、

()1長越性i.t，経済開発の初期におし、てじtくの！叫

がそうであ J～円上うに， まず伝統的h経済ti:会構

造全破壊寸るとiiflll-'rにWrしい経済社会吊造を形成

する役割を法カaになうためであり， そのため泣〈か

経済を規制寸一る傾向が強くなる。すな;j)t，，植民地

ii寺代はそし，，tこめの経済情i査が形成されておもに外

！寸貿易のためのそノカルチ 3 ア経済，）：支配的とな

ってL、／：iJ ', 二のモノカルチュア経済の起；正と，

パランス（.7）とれた外伝I貿易を支える同内iii場の形

成、均衡しりとれた生産体制の形成， 部1'1'，共同体ド

の土地制度（／）改革が2、務と 0Jl, さんに［J,J内間売

のための外国投資ぴ）導入などl二作う法体制の整f1ii1

か必要とされるIJ，らで!J，る。 T .7 I）ヴにおける詑；

とを一心している正いえよう (ftlO）。 そして泣；は，キ充

治体十日圧すな：bち行政府と立法府間， 国家権力土

党， i可じくR'i家権力と軍隊問のあつれき合調撃す

るも ］） ど号えられてし、るカ￥ムであるの

さて次に， アフリカにおける法の特色を述べ上

九第lにi；主化過程では経済的進歩はふ般にi去

のおI］定に先行するがアフリカのように前亡主化わ

過程では，政治的、経済的， i生的tr変動がu、とんど

1,-,]II刻字jにhなわれ， 第2に，争VM上主？のめ主くる

:._. L、がjきは［？］定的な法を破ろうとするがjきとなり

やすく，たえず法の改廃が行なわれる， さらにお

3の特色として， アフリ力諸国の多くはヨーロソ

パの影響を受けており，二重，ときにはそれ以上

の多｝乙的法制度：があり， 二れはアブリカにおける

も－，とも複雑な遺産L注II）とレってよく， イギリス

法、フランス法，スペイン，ドイツの法が共在L弔

問内ではまず法の統一化ということが問題になる

二土である。 これはまた異なった部族問の慣習法

の“lnteτ－Conflict”の解決のためにも必要とさjL 

ラ
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るものである。

品後に経済開発と法との一般的な関係について

1主へておこうの j虫丘目の出家形成にとっては；すた

ht】 行政組f哉の公法さムに民法， 刑法、，雨

i去，訴；公法hどは必要不可欠のものである。そのた

め二のような仙の体系化や改正が行なわれるが，

出山改正と経済開発との関係では，主 iに政府が

行；~（、おう土十る経済的， 社会的制度における大き

な変革；土， すべて法の改正によって行たわhる，

すなわん訟の変化（土経済変動の子二段でありまた結

果となる i，のである。 '.,fi2に伝統的な法はとかく

経済成長を制限しがちで， たとえば伝統的な土地

所有ーはu也ブ）有効な手lj）有を阻主：し‘ 高＇（）；，川市i近代
的な性格；t外l耳投資の導入をさまたげる。 したが

ってこれんのiLへの改正は経済発展企促進する4、の

ぞ、 訟は経済開発山車lj浴剤としての役割を持って

ア寸；／、♂ 1λ 〆(i'U2,c
/o) l, V) ＇，夕、にJ C 

さらに発展！主上団における法と行済の関係につ

いて、 Am引・zcanJournul of lntc円wtionalし1氏、の

Society s Board川 Re¥・iewancl Development刀‘

1965年の 7J-j にワシントンで開いた ~］；－i会の報仇ー

がある。 r,,11与は会i土，経済開発における［:r,j内訟の

役告rj, 発/J{i全1::.1りの同際i孟爵jにおけるj去の役'jfrJ,

およひ、if，教育ーフ3口ゲラムと 1Lおよひ法作家を経済

開発により貢献させる}jj去に J ル、て汁認したか，

その中で i"HllJI主は経済成長iこ直接影符合 fj.える 1

のとして、 it子続（T）適切性（：／＆li］／司fの絞 ・'l'fを合め

て〉が商業活重IJ；こ 4巴、要Jなものであり， さらに J：地

改-;r,:, ;}:j}; , p,'rj主取rJiの語形態や株式取引所，：lll

4岩手1｛行， Jl｝妻号機聞を；＇，；めた資本形成の諸制度， 院

政事， さ「〉；二外国投資の条件を定めf二T＇；；－＇人：、その

i七めの法人川到、べどを規制寸る語法Weハ必要性

を説いているのが参ちとなろう

この.t：， に経済開発の諸局面に伴って得々の訟

6 

が制定されるが， この両者の関係を規定するもの

jなわち一国家の経済体制を基本的に規定するの

はその！元の憲法である。経済体制さらに所有権に

什 νて明確に規定している憲法はアラブ連台憲法

をはじめとして数多く存在する。そLてそのi/，と

には氏商法，労働法があり，さらに！：記の経済諸

法がある。また刑法，行政法，訴訟法も無緑江も

のではなし、。

このように経済に関連する法の分野は広くかっ

深いものである。そして経済に果たす法の役割は，

経済成長を刺激しそれを助長させるものである

がラ 同時にそれを妨げ，ブレーキとなる作用もあ

る。法はなにか新しいものを創造するものである

が， アブリカではそれはなによりも新い、経済社

会構造であり，それは過去とは異なった，すなわ九

伝統的な白給自足経済と小農よりなる地方市場，

搾取組民地体制との断絶であり， かわって経済の

多禄化と強化が要求されるのである。

しかしこのように経済に果たす法の役割を強調

するといっても，ここで注意すべきことは，法は

あまりにも美化されれば危険であり，訟による近

代化は法の範囲内の近代化を意味し， また法によ

る近代化は， その近代化の成果を特定の者の手中

に帰せしめてその安定に奉仕させるものであり，

これら国家法に依存する近代化は両ー性をもたら

して， 人間の精神構造，思想、構造を主体的には変

化させなL、ということであるほ14)

さて，法と経済の関係につし、て，一般的な関係

とアフリカでの特色といったものを述べてきたG

次に次節では，兵体的にこの関係をみてみよう。

しかし，ここでは先に述べた上うに法理論の展開

を口的とするものでなく， いささか事実の羅列と

たりまた必ずしも法と経済の関係とし、ったもので

もないが、経済自立にとってもっとも重要ないく
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つかの局面と， その展開を哀づける政策や法の役

'fiiJをたどってみようと思うっ

経済自立のもっとも！主要な局面として考えられ

るのは， まず土地改革，借用制度の確立である。

さらにこれらの国内的な経済活動に対して，国際

的な経済活動の分野として外悶投資があり， さら

にきわめて法的，政治的な現象として経済自立を

灼さすアフリカ諸国によくみ九れる国有化現象が

ふる「l さらに合弁事業，経済統合もあげられるが，

本稿？は上述した局面の問題点と諸国の実行とく

に悶有化の典型的な例を中心とし ζ，経済自立に

伴う法的側面の実際を示してみたL、。

CH: 1) 峯村光郎「法と経済J,,JIJ側『法律時報』，

Cl本評論社，昭和32年11月， 11ベージコ

(t:2〕 同上， 12ページ

ぐ主 3) 我妻栄『法千jtリ＇I, l＇現代 il：卒、小史』中，み

I r書房，昭和36年2: I, 101へー

（主4〕 丹宗昭信「F主流j' FごIveとひ；の変遷J,IFジュ

1スト』臨時増刊， i（｛平1142年12!), 10～11ベージo

（注5〕 この会社法の目的は，外部資本に対する規

制lを簡素化することと，ガーナ法人会社の設立を促す

こと，またガーナの民族資金が株式市場に参加するこ

とをltlったものである。しかしこの会社涯、に「ガ－ :I

社会主義」の特色をみることはできないが，会社役員

は 1＼•定の取引が，全体不lj 江主に一致 j アかどうかを考慮

］土i場合は，会社の同jfl ./Ii)) J，な ιノY従業員の利益を

i考慮に入れること， ま允 tU；方、 J•.: t的統iliYの利益の

怜／i.から役員に勧告アキ乙二、 ・i1¥ （＇，はみられる。

また会社が自社株主隣人で 7る i守、った特色もあ

る。

（庄6〕 峯村光良fl『経済法講義者住』，慶応通信，昭和

34年， 7へーン。

(it 7〕 Arboussia，“New Problems Faced by 

African Law", La γ；，』 q片山・aine,April 1964, p. 8. 

なお同氏はギニアのプ与 J ス大使c

〔tt:8) 長谷川正安 TiJcu；支l'ld.': A A法律家会

4出」，『法律時報』， Ho七；子治パ守 w/Jli:38年 6Jl，認ベ

J〆。

（注9) 向上， 39ベージ。

（注10) たとえばアルジェりア (19631f-9月10日慾

法制定， 65年の Fーデターに上り停fr, 日ド新憲法起

の，j,), モロッコ（1963年3丹市lj定， 65{f.の霊：動で停

ii ），そーーリタニア（1959年制定， 65年己主Lr）ヲ 十ネガノレ

( 1%¥HF制定，63年改正〕，マリ (1959年公丹i,61｛（改正〉，

コート・ジボワーノレ（1959年制定， 63年改正），トーゴ

ー（1956,58, 61年いずれも新憲法， 63年停止後さら

に新慾法制定〉，ガーナ（1960年制定， 64年改正， 66年

のターヂターで停止〕，ナイジエリア (1960,63年それ

ぶれ制定，66年クーデターで停止），中央アフリカ（1959

'<f'.l;IJ定， 60,61,62年それぞれ改正），ゴンゴ（プラザピ

'l ) (l <J58, 61, 63年それぞれ新慾法制定），つンゴ（キ

ノンド＋） (1959年コンゴ国家借造基本法公仇 62,

li4 'i 1!t Jl, 64年8月新憲法制定），プノL J デ1(1962年

制定， 66年停止〕，スーダン（1956年制定， 58年停止，

64年復活〉，ソマりア（1960年制定， 63年改正〉，ウガン

ダ（1962年制定， 63,64年改正， 66年停止，新憲法公

社i），タンザニ 7 (1961年独立織法， 62年共和国憲法，

63年ザンジベノレ憲法， 64年同法停止， 65年癒法改正〕o

-n，・，ヅ）動きは社会変動と法））関係主 J＜示している
ル i、テトペ

八 3人／。

（化1I ) United Nations, Inτ＇＜ 

R，，長，ulatiοllSill Africa, E/CN‘14/lNIミ／28/1ミEV.2, 
1965, p.3. 

「別に，法的多元性はア 7 りカ特有ではない。そし

て多尤性はやがて克服される運命をもっている。政治，

社会，経済，文化の諸条件の漸次的変化あるいは急変

はこのむとこのまざるとにかかわらず多元的な法の統

たれか c'，すJ（石村喜子助「ア 7 1）カ法研兜序説J，『法
律的報』， LI本評論社，昭和：ig;r9 JJ, :14ベージ〕。

(ifl2) A. N. Allott，“Leにal Development and 

Economic Growth in Afric：ピ＇， J. N. Anderson ed., 

（、hangillgLaw in De1Jeloping Countries, London, 

1%:l, pp. 195～196. 

（［主13〕 H C. L. Merillat，“Law and Developing 

Countries”， The American Journal of International 

Law, Jan. 1966, p. 74. 

（注14) 渡辺洋三「日本社会の近代化一一ー法社会の

関係を中心として一一」，『思想』，岩m波書店，昭和38年

I 1月， 122～123ベージ。

II 経済開発の諸h'i'）両と法

経済白立のための経済開発の諸局面として重要

なのは， 土地と信用部門であり，またそれらの圃

7 
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釘化〔特に外崎財産の）およびタト［：£＼投資Lハif号題であ J., t二力によってU、っそう助長されている。また「In

己】 L,cj.＇.＿， これらはす八て並立がJなものではなく， 勢力の物的基礎を与す i目指I］／支をそのままに温存し

圧いにからみあっているもので，土地；＼jiJ庄内改革， ておく二とは，強固反統一的発展をめさす独立i王i

｛.＂；旧制 l主er，確立のためには，植民地名マ）土地，銀 にとっと必ずしも望ましいことではなし、！もので

(j'を収！日する三と，ずなわ九IJlfT／ヒか必要であり、 ふる iil i円、かくして経済的， 政治的両i面から共有

主た外国投資c>rf象とぺる天然資源、や企業ι独立 i也市1］／支をいかにすべきかという問題がおきてきて

｜叫にとって；士ι要／ι開発の要国であり『それを外 おり， とくに私的所有権制度導入の可否、土地調

1-L~ 人の手に，.J,r二ねておくことはできたい， この店、 主や登録制度採用のriJ;fi等の問題は程度の差こそ

l京で目有化；上ヲ t.，とも長本的ι行動といえよう r めAt, fキ1-Hで真剣に論議されている（／U6)0 

し刀、しこの向H1じit店l求心実力；こよってのみ行役 そLて改正を必要ーとする士地i去の特色は第Iに

われるものでなく句法の名にJj・，＇て行なわれ，法 海維なことであり．それは慣習法そのものの被雑

を中L、ど Lて）民間し再ifi-J；：主れる七円であり， it、の さとともにヲ ヨーロ／パ法が併存しているためで

名に主る安定／；； i, ；こら主れる仁のである〉 二のた

め二こで；土国有化全中心として述べるが、まず土

地制度治通らみてみ.t:, 0 

l 土地制度

士地はもっとも基本的な資源であることはいう

士でi，な＼＇＇そして fブリカのほとんどのi寸でii:'

二円土地改革；tもJJ とも緊 d己反経済的，政治的問

題であるつ それは経店の従属牲と後iiHtιη克服の

ため、 主f二経i斉自伝ど近代（ヒのたよ行の系本IYJI仁問

題 1二L、え上 ：， 。

'7 7 IIカ諸白では，共同体的，部核的士山所有

が行なj吋7しており． 同時にヨーロ、、ノパ人入村i苫に

よるプランテーシゴンカ込ふる一そして北アフリカラ

東「寸リワ士た白人入t[/i苔円少ない同アフリ力で

1，穀物， ブド，'7j酋‘鉱産物，ココア，落花生など

山輸出用産物をq1,L,、とした士ノカルチコア経済が

支配がJCふる p そし勺だめーかではむz統的t；：土｝也市i

庄内改革y二上って設業♂）収良性の増大をはかし

他方モノカルチコア経1斉の不安定’f主を取り除くた

めに生産物ノ）多i茶化を必要どする。

この土地制宮内山本；主七i也への資本投下が少な

、二どと， 年平均；1%以 i二の人口増加による人口

8 

f,ふる。第2にこのヨ一口、ソパ法が，たとえば商

ア7 リ力やタンザ二アの場合， イギ！｝スの19:!6{f

以前の法であるように， きわめて時代おくれであ

る，主たこの慣習法による士地制度においては，私

的！？？有はほとんど認めムれてし、な＇・＇， そのために

.；じ目、抵当、賃借権というような概念は知られて

し、よい、UlT/.10 これは何上りも土地を処分するとい

う経済的動機が欠けているために，私的所有権が

発注せず，個人の士i也利用は，その親族やtr-II放上

の地位に結びつき，個人が土地を使用できるのは

経済取引のためでふくまさにこのためなのであ

るつしかもその士地を排す農具は原始的で， この

民業技術の士I~ 由からも利用できる u也の範OJ3i土限

定さAl, さらに臼給t'J込経済のもとではそれ以［二

の七地を耕作する必要がない。 さらに牧高社会で

は午は個人のものでめっても牧草地は共はである

ため， 牧場経営も発達しな」、。また移動掛11二も間

経を妨げる欠点といえるであろう。 この上うな伝

統農業は根本的に現代経済に適応しなし、ものであ

込3 そのためこれらの近代農業の阻害要凶の除去

が必要であり R 商品経済が伝統的土地所有形態を

破壊｝るのに平行Lて， 法の制定による改革が行
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fょわj［るc

きてこの問題の解決として貝体的；：γルジ y リ

,・,n農業改革をみとみ上うりその改本山，＼h調と九、

ぺているのパ I%三ifのト 1）ボリ制前（こ列車降下r[Ht,

そのiをのl川1年内f )¥,c_, ご I) :' ＇.，を，q;ーや，＠；出の!hi高とtc

ている 1，の守あ；l‘ 宝f二｛也の？：ノけ力，Jli:i：こ土ハ ct

--, （叶I,~範ど t; , U 、る〉であ t), そ内'41で入、fi:一民？

主義革命♂）梓済的課題として綱領は次の上う（二’t",

百してL、＂＇.，つ

r ,1.,シ仁 1)T の人民民主主義本命；主，主ず主主

z,:命であるコ この農業革命；土相互にf記述あるんi出1

を合み‘ それは民地改革、；~業i!ifl:: 化，そ L Cト

J也どレ〕天然資源〈叶呆還である八そグ）民地改革；j

tJ也をi非す者川手tこど L、うス口－－ I／シ山も土；二，

t欠しT)JJ；〔t¥lJ；二上－ ' －て実fIされなけれ（1!(んぶし七？ す

なわち IJJJl也および農業生産手段山，Jγ立の即HHた

JJ：‘ 12）虫；産物ジ）樋m と生産高には；じ／：~ t：地所有山

制llt(3i;!llj限を超えた土地の没収、 !4JUむを－JWた

/fい農民への没収Lilli＇｝）白山 t仁ii寒波、〔51協同体的

生産形態、へ山民ltの民主的組織化， 16）は11-zIJ也：ご

おける｜斗営忠葉山創設と， その管内J ~'1 >J!k1~労働

者の参加］，干l]i間の分配 一，（7）大＋.地1Jrfft，・び〉復ifi

をふせくため分配された土地のうに氏、賃貸の禁止ー

（副長犬、，J、ff人、小t地所有員民山、地主，余貸

し，公共機関に芥jl一る負債の廃案， 19）政府によ－：，

物質的，財政的援iめであるc 党i土G'U也を科l¥j}tーと〉

三となく分配する政策をとると定めてL、ど）0 

第三の民主じ吋丘代fじとっし、てt士、 ；ミJ也管内の；統

一．近代技術内採用に上る生産量の拡大，｛illiffi't(}) 

{ls:，，、農陀物全上：1/:j＼、ιのに代置すること，家資
の補給および家畜生産のための科学的）} 訟の確伝

をあげ， ::+~ ：；の天然資源（7)保議では， H~威した I:

J也の凹復， 長林の内森林化および主lrL1，イー地の森

林｛~， i草紙用地山拡大，；￥Jr農地C>FttH{iをあげてし、

る。

そして農地の拡張が農林地帯の過剰人口を吸収

し， また農村の民主的な機構が失業者を吸収する

ιのであ J・て， この農業上の諸改革は，第 l段階

止しての，frt）号機構と外向貿易のi豆有化，第2段階

の天然資源とヱネルギーの国有化の本礎となり，

その出発点土 hり、 さらにこれに上って工業化が

抗j隼されることを明記している。

このトリポリ綱領およびその後のアルジ工憲章

(1%杓：） /t，アルジエリアの社会主義の方向を定

めたιのである。そして社会主義体制内における
i：地改革；J, コロンからの土地の没収とそのこ！：地

の；た民に上るれ主管理であるつ

i tJ ff化に／代、ては後にも述べるが， kずこの士

地没収／t l9山年：1片山法令lこ上って制度化さit,

これに関する次円三つの法令は「内主管別法j と

L、われるものである「

1%:l干下：1月lおれのi:t：令は［遺棄財産j という，

i；地を離れたコロンの土地， し、わゆる「所有者の

L、！，：L、財産jについての定義を与えたハ所有者ーの

L、i'-'・, K地や企業を事実 I.アルジエリア人は接収

L. C し、たが， この定義（操業をq1止した，もしくは

縮小して正常化LてvなU、土地お上び企業は所有者のな

し、ものとする）を定めた法令によって，労働者によ

／~）士地や企業の掌握を合法化したといえるc

i］：の196:l年：i月'.21日の法令i土， 開拓の管理左組

織土を法制化してし、るの

主主；令は， 良民に：掌握されたi：地を細分化するこ

土なしそこに「店主管理jなる組織を作ってt-t

lilの正常な運営をはかった。農業労働者ーは政府に

上って任命された管理宵（clirecteuけのもとに管理．

委員会を作って，開拓の経済政策， すなわち耕作

山企両，生産物の企i事iを行ない，労働と業務を害lj

f）吋てる。 さらに各自治体には「自主管理振興白

9 
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治体評議会 が設j'r::~ ;/ t、 全体の開拓土企業の諾

｛后耐を調整｝るものである。

この法令『ニよ Jべ rn主管：理j が機能十ること
'" J、 aト苧
¥ , cふ’JJ、－o

主「フにIC)(i：－；年：i刀＇.＇.8H 01）法令は， 二の［自主管

理｜の14fH干iや企業<J> Iリr1与しつ配分と；rf-p11i／ヒ山問題を
.L,. t _.,,... ,. 

止のい、心【

1Vr＼与に！日lしては唱 主ず弟 iに｛ド,r-f,': ;f一一十王を

支払ご｝こと‘ 主、〉；：住Jι 教育‘休II民 i前’I：，保
険および相互扶助等の社会主余のおlj,-Q'., 第三 t二企

ell減（市基金， 投資rt;余などに J ) L、cJ:見定 L., ,;! 

l山iI七に J 八、ては， l両家l市民との誠整合あげている t

これによ｝ご「「1主管理Jのtf伝、財政の問題と

良民に対中る干lj主主日 2分配の問題が（ti,定されfとので

あるハ

三，7) 「トリポ 1）桝領」が定めた問手J化i土， 196:l

年九月に行江われたコ口ンの土地 150Jj I、ケター

ルグJH主収、 l<1J年10凡さらにプロ〉山残りのi：地約

］（）（）万ヘケケールviは収，さらじ七地所有の段高限

度を定めてアノLL、τ ＇）？ 人大地主ふ、んのu也のJ妄
収を行，＼うことによ..，て達成された。

しかしこのよう i＿~近代的なコロンやアヰシ rリ

ア人大地主のずランテーションと異なって， 伝統

的な土地所白制度it, 今11までほとんど予をつけ

「）れてし、な w、。 この伝統的な土地制度はイスラム

的伝統に基／）くもので， アヅヱ！＇.、 メルケ、 了rレ

ヘハつ－ （吋ケつ）などの海雑なi：地制度があ

り、 現在の「 Jl,ジπ ＇）ア社会主：誌も，この宗教的

色彩の強Lイ例区Eに手をつけえないで十るけ

Lかし「自主管flド」制度もその後，特にブーメ

ディエン以後7'.，、なり現実に適合したi.!'d守が伐され

てし、るよ ；） に・n101, {.i；統的ヒJ出i好千jfl山:¥rti余々に

変化しごく ζ）であんう c

二の土地市ljl支の改革IJ:, それl"l身きわめて政治

IO 

!'r-J tc問題であり，その改革は’'f｛.易なものではなし、c

特にそれが宗教に関係してレると， たとえばイス

ラム教を同教とする同（アルジコリア憲法第1条）に

おいてはなおさらである。 ことに発展途上国にお

いてはこの土地問題は，政治権力ともからみあν，

i：地改革を行hお7どする施政苫の政治生命を左

右し， 容易に改革しえなし、ものにしているの

二心汁HJ題の解決は慣習法の急激な変化による改

不でleく， その長所をと七かしなが人，生産性の増

大をもたらす校術の導入に上って，徐々に変化さ

れてL、くものであると吟える。 しかも実It!;／／，：：＿慣＇Fi
法がf1l1変化してし、る例をアフリカ各地に見るこ

とができるのでめる。

2. 信用制度

現代経済の中で信用制度の占める役怖はすこぶ

る大きい。そのため資本や投資形成および一般的

た開発のための貸出しを支配する i法的機構と銀

行、保険，共済組合、株式取引所に関する法制度

が必要とt（る、

元来貨幣は一種の指図証券として社会の商品と

庁ービスに対する請求権を示すが， それは実物貨

幣であって， 交換経済均二十分に確立しなし、段階に

あっ亡主存在していたものである。 しかし社会の

進歩どともにこの一般的受領性が，社会の信用に

よ1 て保証される三ととなり， ここに信用貨幣が

発注してくる。 たとえば商業手形は将来の一定の

｝掛けにある余額を支払う｛責務であるが， それ肉体

はfi；守と流通するものであり小切手もまたは儀で

ある。 これら1-l:＇，、ずれも実物貨幣土同じ働きをす

るの また企業者が企業i，時］）を行なうにあた d J てれ

己資本？を持たないときは， 必要な貨幣資本は銀行

のurn創造に上つご作，・,;/Lる。それを行なうのは
主として銀行であるが，銀行i土上手に受け入れた預

金引貸出しをま務とするものでなく， さらに企業
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者のために信用創造をするものである。 このほか

商業信用も商品流通にとず》て重要な手段である。

しかしこの信用も人的ないし物的担保がないかぎ

り十分に機能するものでなく，担保の存在はこの

信用創造に必要不可欠なものとなる。

かくして，信用制度を維持するための銀行法な

どの金融関係法，財政法，柁税法，破産訟が制定さ

れるようになり，さらに借用制度にとって重要な，

その信用全保証する担保制度の発注も必要とな

る。アフリカでは土地を担保とすろお弔制度の発

達がおくれているため（部落共有地などの場合）こ

の点の整備も必要となってくる。 このためアフリ

カ諸同では中央銀行の創設， それ仁上る Ii国貨幣

の発行川羽拾と同時に， しばしば金融機関である

外国銀行，保険会社の国有化が行なわれている。

この例はかなり多し、ものである。

アルジ 1 リアにおいても， 「トリポり綱領Jは

信用の国有也として，保険会社と量n行の出有化を

あげている。

まず独立後の1962年ll)-J中旬にフヰンス国産か

らの分離処理を行なったが， アル三、 3 リア国産の

発足により独自に発券することができるようにな

った。これは12月13日の議会で決定され， この発

券機関は財政省の監督下に運営され， アルジエリ

ア国立銀行の所有する 7 うンス・フランによって

保証された。

また1966年7月1日からは国家の出資と株の発

行によるアルジエリア国立信託，貸付銀行が発足

した。 こ，f1 ：まアノレジ了 1)！，チュ二ンア土地信託

銀行の業務を引き継ぐと同時に，政府の財政計画

に基づいて短期貸付を行なv', 中期，長期貸付に

ついては他の金融機関と協力し， ι主た社会主義部

門の企業の財政統制を行なうものである。アルジ

エリアではまだ完全な外国銀行の国有化は行なっ

ていないが，信用制度の社会化が進んでu、る。

3. 富有化

次｝こ国家の対外経済活動（他の国に関係あるとし、

う怠味で）の中でもとりわけ重要なものとして国有

化にっし、て述べておこう。

今日， 国家がその領域内にある外国財産を国有

化することのできる権利は d 般的』こ認められてい

る。それは最近のi玉i連の「天然の富と資源に関する

永久的主権」に関する諸決議事をとおしでもうかが

えることである。 しかし国有化するにあたっては

適当な補償が支払われるべきことも同時に宣言さ

れている。 もともと国際法上外聞資産の国有化に

対しては「十分な，実効的な，即時のJ補償を支払

ろことが原則とされている。 この原貝ljはヨーロッ

パ等の先進諸国を中心として発達したもので，こ

れに対してAA諸国は必ずしも同調していない。

なぜなら経済自立の裏づけとしてとられたこの

処院に対して，原則どおりの補償を行なえば国家

財政は混乱をきたすし， かえって国有化の効果を

阻害する危険がある。 またなによりも固有化の対

象とされる外国資産や企業は，本来植民地の官の

収奪を罰的としたもので， それを接収することに

なんら道義的な拘束を感じないからであるo しか

し実際には補償の支払われるケースの多いのは，

製品の販路が先進国ににぎられていたりまた先進

曲がらの経済援助を必要とするからで，補償は政

治的，経済的な打算から行なわれることがある。

しかし十分な即時の補償は原則どおりには実行さ

れていない。 これはフリードマンのいうように，

間際法は， 国家の財源にみあわない補積支払義務

を国家に課すことにより，現症の社会形態の発展

を阻害する三とを意図してなし、ためといえよう。

しがしそのためとはいえ固有化は無拘束に行なわ

れるものではない。 1962年の第17回国連総会にお

いて「国有化は………国内，外国を問わず純粋に

I I 
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個人的または私的利益に優越するとおめられる公

益‘安全主たは国家的利益の根拠主たは理由にli¥;

づかなければならなL、lと決議さjtていることか

ふも 1な－rけるであ 7-).-J C 
二（／）低開発諸国er,!RI む化を行なう仏本的要問

l士、 住消的十〆ヨナ：Jスムに不l，／；く経済主権確立

しT)／三ポ〉であり、 その契機としては， 政治的、経済

的要lklまf二an会主義n1J政策による J必（tiρふる。
そして二の背｛をにふ！， 五日斉的←トシ rナリどム：土1ii'l

民地解放に ／）--5く経済白立の行動原則て～ふり，

,l)円的it楠民同安方、んの解放に代わる持法的ttl本l

か「）｛マ）解肢と 11:j際出済問係における従属十！ーかじの

円rRをオミめみことてある川lYつ 土門店Ul1J1こW-iし、

た同有化l士、 従来♂JIT1際j去の原則にかtc,Jの修正

をふたえている E,. ＇え上う行

次にア Iv~. ！）ア、ギてア， 1ンコでしr，＇実態を

追ってみ上 λつ

I l I T tl• 斗仁川町）士地［：！」有化

－，ヂ 1！.ご γ

- J ’ r -i"/t1%三年に独立した氏j三人民共和i

l司であり‘ 社己主義体制をとっていら〉 「JレL ' 

リアではこの社会主義というι葉は独之がjにItfLl~ 

用されてし、 f仁；~ミ J！？ーの 7 ；レジェ I)・y＼王｜民経済山建

設ナなわt, J弓／て経済；二対すゐ従属，・：t；；，ムグノ解

放と上i也改革は‘柏民地経済の打破と」、うれの i'

とに戦時中之；）色々の会誌で問題左 1,..-I。、f二c

そLて三の社会主義とャう言葉は以上山lJ的b主

行する方法として， 独立以来アルンコ l_l・；－の政府

や党の政策合｜｜）｜確に寸る i.のとして｝甘いられてき

F占 しかす） )(J山年り J=Jn)!J法制定以来‘ 二~ii士市

l二一つの子段でなく， 明確trfl的としてfli！，、ムiL

る上〉にな＇ Itこっ その後1%5午4 ぷ凡てのHι＇：：：：t:~＼

化を押し進めたベシ・ベラ品、失脚L, カ‘;j）〆〉てーァ

←メディエンが官、／）支持そえて政権をど〉たη

のベン・ベご行日放の理由；t-;1・ーメデイ E ンのL、ヲ

I 2 

独裁政治，個人崇拝、思いつき的政治，現実無視，

よき大乞想狂とし、うことにあって， その失脚後アル

ジγ リアはまた根本的反政策の選択をせまムれ

Jし，F
I〕 。 そして憲法は停止され， 1965年 G月19日のすz

命委員会の’立言ii憲法とはどいぶ異tr／ 》た方針を
l ! I I _.,..--1 マ
1 I I I_ 仁 'i、も》。 憲法はたによりもベン・ベラ体制の

浬念と考えられたためである。

しかし新政権ドにおし、ても社会主義政策がとム

1%三年のト 1）ボ 1）綱領が再確認されてL、る。

l '"" s.,：て 1）アび）!El千ffヒの原WHttさにこの社会主

義とそれうとうたったトりポ IJ綱領；こよって規定さ

4 Lーとよより， フ弓ンスとアルジ工 1）アの一般関係を

定めたヱ 1－アシ協定（1%21.i: :, fl 1811）に定める詰

JiiUl!Ji士， あまり尊i:f(されてし、ないο もと上りこの

協定it i忌際法上の条約であるか， アルジ工！）アで

i t政治110, 道徳的価値しか認めムれず， 7 yレシ τ二

リアの立法者ぺ〉立世；Wf；土， アルジ二L リ71虫、立以内iJ

J）法的義訪はなんの拘束力もなし、ものと芳え口、

＂以内 二ω協定には， 7ランス！弓符をtJ丸、才 Jvpる

野i1fi法cf!i’j分合ffするアルジ仁 1）ア人；こ属すと3財

産。：対 L-c I上、収m.1ヰ有｛じ農地改革および徴税
L、かなる差別待遇もとらたし、， またす

へ：の収用は事fj[jに定められた公平な補償会ーを伴

う ι 山であること（ j;{,;11_ の，·；：汗~2 部第 2 章第12条）

さC，：’第コ／（｛＼第九条ft, フランス人の財産，利益

ti!:：〔rm利権に対してL、か伝る専fJj:J的支たは差別
f't(_j ！［.措置もとムれないこと， 主た L，、方、 ti. ；~， 7 ラン

ス人も事fji）に定めムれた公、iえな補償＼なくしてその

権利を年I］存されよ，，，、ことを規定して，，、る。

これに対してアルジエリアの基本政策を定めた

F LI¥の［トリホリ綱領jは， 国有化』こ〆山、て次

のように規定してし、る。 すなわおアルジヱリアft

その両氏経済の建設を第一義としどおり， {ITT民地

ア／レジゴリ 7時代は完全にフランスによっ亡支配



1968010015.TIF

主れた相l:t±也経済であり，不均気で，イc;Mt‘な発)1く

をし：き ，！：，， 近代部門はフラ J ス$ti斉宅展υ’Jr)[JIげ；

とLでに／）資本七認経済で、 5＇.：＇.三万 :iOOO人d,C'J I Yレジ

C I) －，•人；上 L 、主／三過去か，－－，受け継いど主主流構造＇.！：＇

｛栄一 pfこtL f'j給自足経済と前資本主義的生夜間

係ゾ）中ャ：L、る：／； そのため三乙叫［佐清｛字削のnfi1主

~it 1山l! 的とするが喝その経済政：立のj理念i土、な

l；二タト［E！支配と白山経済i二！五対一；ーらことであり，

こfh上・－） ."; [fl典的向山経1斉ハjパ穴で；t, ？士会の良

山変革そん＇t，とることはできたい‘ なぜた人二υ、

}ji｝；て、；trliJ訪山無秩序状態:i:t たん L ，帝IJ~

諸国への従属企強ぷ）・ ｜司家をして同氏円’，~－企ブ 1:.,

j clア階特tの子ーに帰す機関とし， 合告Lt：義世界に

桔lまれた社会的寄生虫を混存すうのに役fごつのみ

である｝ -~ ＇）；二第三の了旦合；士， 7 J ンぇ）~ （／）佐清

｜民H系を変えご，独占の！五々を除去十ィム二三， JJ村

生活の構造企恨本的に変革して｜五fl人！の昨；汚物をIl7-

i〕除くこ二， 人1\~ (/ J要求（二二允えて工業化をili::j立

することである。そしてこれら主要三U慌をj主成

ナζ〉び）iこ， 必要不riJ欠／J_二子段：t，労働古の参）JUを

合む l：主μ十曲Iと［J＿［有化である。寸ふわら愉j圭子i交

の！日有化， L，用憾構と外IJJ貿易の11,jj'f化（保険会社

の同fT化銀行ノ〕IL]{Tfヒ），鉱物資源ξヱネルギーの

同有化で lらど）C 銀行のIT1有化i二J入、てよ， ト・；::c・ 

リ綱領；I‘この作業；土早急に完成する必要ーがある

か， 銀hi上Ji＇／常．（二髭〔カ‘多 ＇1、ので lq司ミ1まj；里がfム、「f!

しいと：正 J 、， 銀fjf土去b迂ri並歩のため介！必会J: 二

組i哉を己士tわたか， しかし銀行しり；;tA,：（向性絡が、余

融｜杓；i;t¥i品山1こめし1,f段であることを忘れてはな f一〉

I々,,,1:::述、U 、心。 さらに外由貿易川瓦lli化につ

I 、lごは、 T yレシコ jア（／）貿易政誌は， まずアラ〉

王山長年山！竹志的地｛／｛全早急、；二j蕗勺ふところまで

低下させうこと， 相手同との3下手，十Ii互不I］益にJ-f

ノ；

の主要部門と，卸売部門の国青化を優先的に行な

各生産物単位二、との出家機関をつくること

を主張してL、る。 さらにこのような組織に七って

円みラ輸出入の貞の意味での国家管理が11J能とぷ

り，それが消費を効果的iこ統制して，貿易による

持必を生産部flljに投資できるようにするものぞめ

色〉〉

この上うにアルジエリアはその経済政策の理怠

どし亡，一連山社会化をその基本原聞としている。

この社会化とは，私有財産を基縫とする資本主義

経済が私的手lj潤の追求を円的と宇る結果，無政府

的な競争や生産，分配の無秩序をιたらし，びい
ては公共の福祉， 国の生産力の発展を阻害干る仁

うになゐ，それをさけるために，生産・流通の全

過程を社会的に組織化し， 計画的に規制すること

に上って是正するものである心そしーて経済の社会

化全達成する予段として， 産業のi五千iゐ化か必要と

与る。それは民族ブルジョアジーの資産のみなら

ず外［ヨ人の資産の｜主i有化をも要求する。すな；！ ）ち

i司令化山口的は，経済の運常を広範な社会的基盤

円上にj泣くとといこ，大衆の利益を強く実現する

ことにあるc アルジエリアでは[1:l有化は社会イヒの

H定としてとられているといえよう c

次に先にもふれたがトリポリ綱領がもっとも基

本的とレう－J::J也の国有化につし‘てみてみよう。 ト

リボ IJ綱領f.t' アルジエリアの人民民主主義革命

小；i：ず民業革命であるとして， 士地はそれを耕作

中るものの手にというスローガンのもとにコロン

山J二地の没収、 および制限を超えたH庖の没収を

fr 1cっ／二。

三の士地問題はベン・ベラ失脚のー原肉ともな

ったもので， その政権下で行なわれたこのl司有化

か同家経済に稗益すること少，tく，特に自主管理

にとってその恩恵〔にj谷したのは約］（）jj人；こすぎな

13 
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いといわれる。そして人口の80%を占める小農民

品独立運動の中核であったが土地か心掛除され

てきた。 そのため農民の失望や不満が大きく、カ

ヒ、、ール地方の反乱や反政府活動の原因となったも

のであるの

その実際の動きをみると、 1963年3Jl 三三I ！の官

報は，所有者のない財産と決定された（操業を中止

もしくは縮小して正常な運営状態にない土地または企業

；土所有者のな＇. 'i,のとされとし、る）資産は， 1%三年8

月24日の法令 （2カ月以上もよ｜、月な所有者によ p亡使

用，占有主れていないすべての動産，不動産を保護，維

持する〉によゅで， 国家が管理利用することにな

ったと報じている。 この8月比日の法令iJ 、JiJr有

権の移転および固有化を目的としたものでなく，

10月7日までに所有者がその資産の経営を再開す

れば国家管理を免れるという規定をおいた〉 アル

ジェ県で；；.t, IH家資産局と特別警察を設i試して，

住宅，アハート，商店の不法占有を調査し， 「遺

棄」財産を一定期間後に間有とする準備をととの

えた。さ川こ10月16日の閣議では，農業部門の「遺

棄」動産，不ft/1産が問題となり， 「遺：！＼UIl'H也財

産の取引を無効とする処置をとった。 これはまた

外国で行なわれた契約に適用されるものである。

1963年.jJ] 8日， ベン・ベラ大統領t土ア『レゾエ

リア社会主義政策の目標；こっし、て演説し その経

済計画として，投機をさけるため50ヘクタールを

こえる部分の市有地をすぺて国有化するとと， さ

らに独立後ト二 YJレジェりア人が買いと.，た企業も

国有化することを明らかにし， また4月8日，カ

ピール地方の BastosSoci日teの土地が自主管浬委

員会によって没収され， 主たそスタグア干ム県の

己00の農［乱，）－；ーヌ地方の五＇）の会社の民間（その

純利益は2200ア:fIllフランにおよぶ）も国有化されたと

報じた。 この一連の土地の固有化は，所有者によ

14 

って現に放棄されても， また活動を停止してもい

ない所有地の投収に上って急速に進められたが，

これは経済的理由というよりもむしろ政治的理由

に慕づくもので， ベン・ベラの反対派に対する先

制攻惣であるといわれた。そしてとの固有化は最

初は政府の決定よりもまず地方宵庁によってなさ

れてきたものである。 また補償に聞してはフラン

スの経済援助のら分の lが， 自主管理された土地

の1iJrf-r者に支主ム，bれることが両国で定められた。

これはアルジエリアの保証とし、うよりむしろフラ

ンスの保証といえるものであろう。

1963年の5月14日の官報によると，動産，不動

産の'ri'理あるL寸土使用が公共の秩序を乱すか， 支

たit公共の秩序， 社会平和を乱す恐れのある場合

は， それを国家管理におく旨の法令が出されてい

るの との国有化の波はたんに農地のみでなくホテ

ル， 商社，レストランにおよび，さらに製粉工場

にもおよんでいる。

そして農地の最終的な固有化としては， 1963年

I(リ11日の法令；こkぺて徹底的な土地の国有化を

決定し、 ここに7 ランス人農閑は完全に国有化さ

れることになった。 この場合， 10月1日にアルジ

エリア国籍を所有しないもの， あるいは国籍取得

のための法手続を完了したことを証明できない個

人心上び法人に属する農聞は， 出家財産と宣言さ

れた。そのような農闘は，その存在する県の知事

の命令によって耕定され，農聞が複数の県にまた

がる土きは襲林大肢の命によった。 これらの農同

に遺業農閣の管理委員会を設置するという法令の

定める条件によって管理されるものとなった。

tた大運輸会社、 タパコおよびγ 、ソチ工場も引

きがぶ、て国有化されこれらの場合の補償は同時に

決められたが，農地の補償については法律では特

別に規定してはいない， ただ行政処置によって収
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穫物 CT〕補償が定められておし ／ト iう栢や穀物の る派員IJの官言第4章第12条で， アルジエリアは，

収穫物内商業化によ／？て得られた捻却を得る権利 氏妓自決以前にその領域で取得された財産権の白

を認めているし 支だ先にフランスは196：＼￥から64 由かっ平和な字受を， なんらの制限を加えずに保

年にかけてしりフランスのアルジ仁リア財政援助の 障 jること， またなに者も事前に定めムれた公平

中力 hムエヒアン協定：こ反して没収された土地所有 な補償’なくして， その財産権を収奪されなし、こと

おーに部分的に補償寸ると決めている（ この最後の を定め， また士地問題につb、ては第1:-l条に，民地

士地固有化lη法令に主って，約 L-lO万ヘクゲール 改革の範間内において， フランスはフランス国民

山農地点ゐ臼主官埋主れることにな－，た3 が所有する土地所有織の全部またはー部を買い戻

こっ｛をも各怖の企業カミ国むfヒされ， ブーメディ すために， アルジエリアに特殊の援助を与えるこ

ヱシ政権ntとでiti Iしづ鉱山が匝i千｛化さ.！l, 今度

,j)中東戦争；二｜探して；ょ‘ 7ランス系円 2ti, γF  

1力系 l社内石油会社を同有化してい0o

γ ，1,シェ IJ （；土ト）ドリ綱領（T)J反WJ；二基－：，'. 、て

l豆宵化合行なってきたμ， け〆 yきょくこの中でも

ご」口ン i）） 上地凶千Ifじが岳；要ーである。 fル＞ ,・ !J y 

人lI ♂）約7（）＂.；，；士民主；こ従事しごV、亡， ブド 17ii11i, 

と， 権！被のあるアルジエリア守憲が作成「る貿戻

L J十［ibjを基礎として， アルジエリアの経済的およ

び社会的政策の実；胞とフランスの財政援助の正常

な振当てとを調整させるために， 両国間の合意に

よ寸てこの援助の）j式を決定すると定めてし、る。

しかしアルジエリアの国有化は， 国または地）］

官庁によって一方（I'(]に． :tた公平な補償を定める

出橘怒L Aとを生産して」、心。 1:10{j三Bこわたるソラ こと，往く決定されどきた。 もEよりエピアン協定

ンスレ＇）支配Jパ，とに，約三万三｛）｛｝（）人山コロンルも は’先行されなくとも，道義的な拘束力をもってL〆、

っとも肥沃た仁地'l.72万ヘケター；l,を以tとし‘ こ た。ぞれゆえに， このヱピアン協定の定めるフラ

れにけしとり：＇，］j人ハ γ ルン L リγ1;'H(1:t7:;5 Ji，、 ンス人財産接収に関する両者Aの協定によるfwlj[摂

ケ午＿，レ山貧LL、七地をけiffし、 士、＇） ，，え約 1()り は， アルジ r リア政府をして．経済円'51.：の至上命

Jj)) u也をも t三ぬ？1：｛ミがいtご. この上 7な、伏態ハ 合と長少l淡の生産確保のために，エピアン協定が

えかで l：に述 J、たとうにゴコン山u也ん・！Ei有化5 予想、しなカ・った「i宣棄！財産という法概念を作ら

れたわけであり， さらにある！被~i[ をこえたア，1,. シ しめた｛/12））。

'.lア人大l也主 ，j)と地も接収されー 二;jli:，はす d、 これに上って士地を国有化し， アルジ 3 リアの

ご細分されずに内主管rmiこまA、され己上うによLつ 特色土する公共管理部門，私的管理部門と並ぶ円

どものであるc 土管理部門を発達させたものであるc

主「〉に l：業， 商業、 jfiliμ{i,)!i:どの約5()0の企業， もとよりこのアルジエリアの・方的国有化に対

さらにホ子 yv, H央1ilij館などが同ff｛ヒされ，企業内 Lて、 7ランス{JlJJにはヱビアン協定違反とL、う声

で働く労働者ぴ）管理委民会によって管対主主れるこ は強かったが， アルジエリアの実際的な行動にお

とにな〉た I しきら.ti..fことし、えよう。

もともとこの国有化は先に述，・、たエ l二＇？ン協定 !2i ギユアのボーキ千イト企業国有化

によってカ＇tr.I］制限されたものであ〆〉たっそのヱ 同有化に関してはまたギニアの南方ボーキサイ

ヒアン協定はとくに，経涜および財政協力に間す ト会社（Socictcdes Baux巾 sdu Midi）の仔1Jがある。

Iラ
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この事件は，同社（カナダ資本）がボケでの操業を

中止したのを機会に，ギ三ア政府が， b定黙釘を

かぎり｜司［:rJ内でのいっさ 1ィ、，ri操業を中！！－ーするよう
通告したことに始まる。

この会社と当時の仏領ギニアとの 19.':i8年9月30

日からj直用されている協定によると， ！日HU土6カ

年以内にボーキサイトを年産 150万トン採掘し，

最低年産22万トンのアノレミ工場を建設することに

なっている。 ギニア政I{干の通告はこの協定J）不緩

行を理由と Lたものであるn

同社は1961年10月20日に覚書を出し， その中で

全般的な経済情勢の変化のためにこの協定の実行

が不可能にた ・） たことを告げ， ギ二ア政府に新し

い協定を J仙ぶことを要請したっ しかし印刷年の協

定の第4条は実施の日から 20年以内は一方的な変

更を認めなし、と規定し， さらに第15条は，南方ボ

ーキサイトニミ祉に対して←［ril辻の企業のt/d，片的事

業ならひiι全般的経済情勢の変化による請求」を

いっさい禁止している。 さらにギユアは，岡国が

完全に主権合獲得（1958iドll)jj2日独立1しょここと

も同社をして呉議を認めるに足る不可抗々とiま考

えられないとしてし、る。同社はギニアの独立以後

も同共和国政府と交渉をもってきており， このこ

とはこの独Jこという変化合暗黙のうちに，，gめてい

たものであ J ご， 3年後になってこの事実を予想

しえなかったというのは理解できなし、こととして

いる。

さら』こ政r{Jit，同社がささ J）協定の経泣条件の

変更ではなくまったく新しい協定の提案をしてい

るのであるから，第17条に規定している国際司法

裁判所へじf〕提訴はこの場合不可能であるとして，

これまで双j子を制約する法である協定からは社自

身が逸脱しようとしてし、る以上，第17条による国

際司法裁判所への提訴に応じられないと述べてい

16 

る。

＝千二ア政府t土， 支え同社の立／［設を批判して， Ji,]

2上泊‘企業に働く労働背とさらに広くギニア国民の

生活権をはなはだしく脅かしたものとして， 同祉

の一方的な契約の違反は公正に罰せられるべきも

のと批判し， J:）、上山上うな態度に出たものであるじ

さらに接収を規定した政令418サは， この処置は，

同社の施設一切を民事補償としてギニア政府の資

産どするものであること（第2条λ この処置が他

の企業にも適取しうること（第3条），ただし 1961

年11月24日から 3カ月以内に聞社が国内操業協定

の規定を誠実に実行ナることを承認、すれば， この

処分を撤回すること（第4条〉， しかしギニア政府

;Jそグ） 3カ月以内にこれにj反する処置もしくは管

理行為に出ることもありうるが， その場合でも第

4条に掲げられた可能性のための補償を行なわな

ヤ三と（第5条1を定めている。これに対して同社

は楽観的態度をとっていたが， けっきょく国有化

されたものである。ギニアではこの固有化に続い

て、 外国銀行，外同貿易会社の国有化，金，グィ

ヤモンド鉱山，発電，運輸事業，他のボーキサイ

ト会社をも国有化し，土地の固有化も行なった。

南方ボーキサイト会社の固有化は同国の主要産

業であるボーキ庁イト全般の同有化のさきがけと

な 3 たもので， この事件は独立とし、う時点を中心

にそれ以前の協定について争われたものであり，

独立という政治的，法的事実の変更が，契約不履

行の理由とならぬこと， その不履行をギニア国民

に対する生活権の侵者と断じ， 公正に罰せられる

べきこととして，間有化したことは興味あるケー

スといえよう（it22）。

(3) コンゴのユ二寸ーン・ミニヱールの国有化

ベルギーから1960年6月に独立したコンゴ共和

国（キンシャサ・コンゴ）の内苦しは， アメリカとイ



1968010019.TIF

ギ3ス，ベルギーとの対立として知ムれているが，

そのあJ争の中，L、はカタンガをけ1｛.、とするJ，！｝；日な事Ii:

物資源でみ，：， .• 銅，械化ウラL、 fパル！、，ゲイ

ヤモンド，鍋，亜鉛，金，マンガン，タンタル鋭；

を産出し， つンゴの鉱石全採搬出の4分の：iを占

め，関連する主要企業が集中している地域である c

ユニオン・てニエール杜固有化を述べる前に若

rその背f；と／じる同社の歴史を；ι、ておこ.・， •• 

コンゴは 1創出年にベルギー悶主レオポルドニ世

の布、有地と／，： i），王lt小川開発山ために，1¥'fi'tと工

業のためのコンゴ会社（Compagniedu Congo pour 

le c引mmerceet I’in《iustrie- CCC［）というよそ閥会

社を作ってあたらせたが， その開発も軌道にのら

ないので，症はカタンガの森林，水利，鉱山等の

天然資源を［11有化し， ［特許会計！にその開発に

関心をもっ民間企業に開発権の韻渡を行なう権限

を代行させ，ぞれに議許料，説余等を徴収させる

ことにした。このようにしてできた特許会社がカ

タンガ会社（CK）で，とれはカグンガ州の3分の

lの領域の開発譲許権をもったコ しかし他の3分

の2は王領のため開発が十分でなく， その後両者

を一緒にして力タンカ＼）十｜全体の開発譲許権，警察

権，徴税権を有するカタンガ特別委員会（CSK）が

設立され，その資本を王カ•2 ，カタシガ会社が 1 の

吉1Jf,で持t，守 このためカタンカ会れは単なる持株

会社となった。その後1908年コンゴは主の手をは

たれてベルギ←直轄となり， カ々ンガ特別：委員会

の主権的権限は植民地政府に吸収され， カタンガ

特別委員会はおもに，土地，鉱tlJ，森林，水干1）およ

び建物の管理にあたることになった。その伶カタ

ンガの鉱産物の宝庫がカタンガ特別委員会によっ

て発見さh, ペルギー・ソシヱテ・ジェネラル社

(SGB）はカタンガ特別委員会からカタンガにおけ

，：｝：！万4刊裕平方キロ約七地の開発擦を譲りろげて

さらにカタンガ会社とイギリスの Tanganyika

Concessions Limited (TCL）の参加を得て，ユニ

t" ン• ~ C二ヱー／レ社を設立Lたれ この会社の理事

長は常にベルギー・ソシエテ・ジェネラノレ社の総

演があてられてきたっこのユニオン・ミニエール

杜の資本構成は公称資本1億6000万ド／レである

が， 1967年の発表によるとコンゴにある資産は約

終盤ドルに達する G さらに独立直前の 1960年5)1

25日の聞社の投蕪権のある株式等（投索機付社債，

投票権！JEil/i等を含む〉は185方的∞で，これはカタン

ガ特別委員会が35.7%, T札が加.2%，ベルギ

ー・ソシヱテ・グヱネラノレ社が6.9%，カタンガ会

社〈現在はカタンが金融会社くCFK）となっている〉が

1%，残りは一般の個人に商日分されている位制。

ユニオン・ミ三エール社の所有する鉱区は3万

4000平方キロで1950年から59年までの10年間に6

億笈剛）万ドルの純益をあげ精練，加仁：－L場をもつ

ほか， 本同のホボーケン精練会社や多数の会社を

支配している。ユニオン・ミニエー／レ社は1万

引剛）人のヨーロッパ人技補者と 2万50附人のコン

ゴ人を使用しており，コンゴの中の一国家として，

ゴンゴの侃年の推定予算3億8伺O万ドルの半分近

い1億7300万ドノレの税を払い，生産物の輸出は66

年には3億ドノレ（その半分相当の外資はコンゴ政府に

示納〕 iこ達しているの

コンゴの輸出は，金重量の3分のl，総価額の

3分の2以上は鉱産物によって占められており，

その重農の約4割，価格で3分の2は銅で，ほと

んどユ三オン・そ三ヱ－，レ社によって占められ，

主たこの一社で全世界の銅のG%以上を占めてい

る。さらに世界のカドミウム生産の80%，鰯の5%

を占め，ウランの大部分の生産を占めている。

この「閏家の中の国家Jユニオン・ミニエール

桂をめぐるコンブ土ベルギーの争いは 19初年のコ

zフ
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ンゴの5虫立に始まるものである。 すなわちコンゴ

が独立することによって， カタンガ特別委員会に

対する植民地政府の権利がコンゴ新政府のものと

なるが， そうなるとヱニオン・ミ二主号／レiこ一品fす

るコンゴ政府の発立方1強くなるので、 人 lレギーは

そのカタンガ特別委員会の解散を企図した。 ／ミ／レ

ギ一政府は60年6月27日の政令でカタンガ特別委

良会を解散し， 3日前にカタンガ特別委員会の資

りタンガ会tU三l,1）害1Jf1で産をコンゴ政府iこ山

ぅ〉西c-:i－ることを定めた杭民地政府とカケンガ会担

との協定を承問、したη しがし、同月＇ lOfl eこ1虫、工し

fニコンゴ新政府はこれを承認しなかっ六九

このコンゴの新政権はベノレギーの思わくと異な

って民族主義的な政権が樹立されたので， ベルギ

-H式力「渉に乗 i）出し資源ν『〉号：かなこのカケン

ガベ〕力サィチHe，分間’をくわだごは仁め， 7虫＇：！＇rぴ）翌

J1の7月にはFョシベ， ゾjロ＞ジぷそ;iiぞれi,i付！、i

を独立させることになった。 他方コンゴの支配を

めさしたアメリカは国連安全保障理事会を動かし

ci; i連軍j：駐11さ仕， -'7 ・11トフ、ブ大統領べ？モフア軍

7iI 4n·,~ "J行な.＇たYしムンベ首相にけすζ〉ク一戸タ
ーを黙認したぺ 61守＇1/"Jノレムンパの死亡後， でσ3

後継者ギゼ、ンガはつ「リヱンタノレ州にたてこも 7 て

反対派の拠点をつくった。 61年7月に親米的なア

ドゥラ｛鬼働政権が樹立され つづし、て62年3月ギ

ゼンずか逮捕されに。 -...方アメリ与を後楯とする

国連軍と l「l植民地すiーであるベルギー， イギリスを

背jでとするチ τIン〆と軍リ）対立は国〕安寧(I）勝手I］に於

わり、 こ±に杭ーコンゴがつくられた。

一方ユニオン・ミニエールに関しては， まず60

年8月にカタンガ政府はカタンガ特別委員会の管

理械を扶1['.i:し， さムに61年l)11 f. 1かムユコオ〉

・ミニエール、カタンガ特別委員会などの利権料、

借料をカタンザ政府に支払う三とさと命ピた。 こグ、

18 

カタンガの分離が解消して統一ゴンゴとなってか

これはもとより中央政府に支払われることらl士，

になった。 一度解散の布告のだされたカタンガ特

別委員会日ゴンゴ政府の解散未承認を理由に存続

してきたものであるの

そ内後64年11乃29H，コンゴ政府は60年6月の

植民地政府とカタンガ会社との協約を承認、しない

こと， またカタンガ特別委員会を解散し， そのす

へての権利，

を布行しt:..o

資産をコンゴ政府に帰属させること

しかしベルギーは， カタンガ特別委

久会の持続iの3分の2をコンゴに引き渡すことに

界、議はないが，カタンガ特別委員会，そのものはベ

ルギ、一法人で一方的に処分できないと返答したの

このため 65年2月11日， カタンガ特別委員会の大

株主であるカタンガ会社はベルギー訪問中のチョ

ンベ常伺と次のような協定を結んだの

4イ） カケンガ会社i土， ゴンゴにおいてカタンガ

特別委員会が管漉する債権と， その運営によって

1960年6月：－lO日（独立〉以降に生じた収益をコン

コ政府に渡すことに同意するが， コンゴ政府はカ

ゲンガ特別委員会のコンコ、での債務をも引き受It

0ものとする。

（ロ｝ カ。ンガ会社は， コンブ共和国に対して利

権譲渡諸会社から使用料を徴収する権利を譲渡す

る。

い） カタンガ会社は， コンコ’政府に対してユニ

オン・ミユヱール社の株券の 10分の lにあたる 1

万2500株を譲波する。

一方コンゴ政府は次の事を認めるものとする。

（イ） カタンガ会社が 「カタンガ特別委員会」の

ベルギーにおける債権とその運営によって 1960年

G月：lO日以降に生じた利益を取得する。 ただしカ

タンガ会社はカタシガ特別委員会わベルギーにお

ける債務をも号｜き受けるれのとするの
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（ロ） カケン if会干上仁社Lノミ ！＼，ギ－i1l'.iコンゴのぞ：

て諜i~悔し，，代前 l了して｛米 1J.¥A！二＇・ • ! ・ !11] ；：白jジイ任＇.t

株！Km料、＇： 11 JJ:lリIi＇.！株企；議｛畦 iろ

ぃ、； りノ'J：..ゲ会十｜にttLて、 /J !J :.. '; 特別委il 

会／Ja↓・， JC)fiO午（j) ] :JI) 11以i'ili::i慢されて、、た:ft;ffu;

I；うje)1 ,/ ）／リJ打士認めろ【

三，／）前Ii リ.~ CL二寸〆・ミ二 T.. ,t., 会 r1n1’Y!'''.'iは

, Jき） ! J門L：うJ:t ! ＞ゴi'fO(f'.!:l.W川、 TCLh :'.!o. ＇.！＇；，， 、
ヴタンガtl：乙l' l三.ll'i", .;,L., ,r・-・、／／仁 7・： • ' 

「、弓＇し tb・ バリ日そび｝他と t.:. ＇た iti'l•, Lノ；ペー二

Lハ｜必定i,1 ~l1 ；日午 j()Jj i：下：1：..，子i十II丹、力件寸ソた

統領；：ヒハて有望4七三jL止の七、 1シコ政府l上子 1

ンベ・スパーケ協定f;tコンゴに不利な秘宿条項が

「！とっている止してその無効を完言し弔 この協定1i

主た実現されず‘紛争はλ、I)/II Lに十どったの

き「、に lC)(if'i年Jl) J 日4~i ，コンコ、同軍阜、高司令官

モワ、ツ将軍のクーデターがあり‘ モヅツ将軍ーは政

権を湾得し自「1大統領兼首相左なった 1 主ず憲法

を停止して立法権を握り，経済的独立のために／：

ルノギー資本（特にベルギー・ソシヱテ・ジヱネ弓ルtD

CT) j邑／！＼しや岐収をはかることになった。そのため

19同年5JJ:tHI illコンゴにある会社の本店移転に

問する法律，（2)l-J也，森林‘鉱山に関する所有権

問復に閉する法律を公布したっ前者は（I）’芦業所を

ゴンゴ内に持勺株式会社はその本，rおよび：経賞。〉
本拠（すなわ士連会社の経日本部が広かれ、保主総会と取

締役会が開催される場所）をコンゴ1''.l；二nつこと，（2)
すでにコンゴ内にある会社でもそ山本fι 経常の
本拠をコン了lff-＇］に持たな L、七のは‘ 19<i7 [J 1 J] l 干！

:tで本拠をコン寸、に移転し宅 その行定款を変更す

る二ど， さらにこれに泣ばした会計Jtr¥'fi業登録企

取り消されるべきこど，（3）本拠のコンコ、内への移

転は新しい法人格を生じない，というホのでほ：25)

こ(T)ff；グ11ft.，，、とするホenr士、 第 1 に寸ンゴ民主~

和l"lr土1960if.6月30日の1虫立口、｝百Iiこ譲J午された士

j山、森林‘鉱山権のすべてにつL、て，完全かつれ

r~, ／（処分権を同彼し，第：3にさ「》に主権行為とし
て．その天然、森林，鉱物資源の開発主たは管理

の権利を配分するというものであるつ この法に続

いて 19664'・6凡7Flに実施締日がさめられ，これ

にEり各企業はその日から:JO日以内に開発権の付

ワムをゴンゴ政府に（再）申請しt（ければならない

？？のとなったの

Lごオン・ミコヱール社は， との法に従って鉱

山開発権の再取得を申請した。その申請鉱区は従

j'ifjと同じ 3万4制約平方キ p （実際にはその 3',l,'.ljのみ

開発〉で，この申諒は，一応受理されたが，利権

内供りーは新しい鉱業法の実施（1967年5月1913公布）

l Ii 26) 'le.で持越された。しかしユニオン・ミニエー

ル社以本店の移転に反対し，他方コンゴ政府は本

店の移転のみならず向己の持株の増加をも要求し

たために問題が紛糾し．両者の交渉の結果， ・ff寺

' t万三オン・ミスエールとは別個の， コンゴでの

業務を引き継ぐコンゴ・ユ二オン・ミニヱール

(l Fv!C)を作ってその株を折半所有L，さらにコン

ゴはユコオン・ミヱエール株の18%をも所有する

二どで解決されるようにみえたが妥結せず，二円

ため 1966年12月8f:Iモブツ大統領はこの折衝の打

切りを通行し，年末までにユニオン・ミニエール

本lJのキンシャサ Cl日レオボルドピル〉移転、を要求

Lだけ

しかしユヱオン・ミニエーノレ干土fi:, 12月23口の

王手；役会で本社移転をffi否した。その理由は，第1

にゴンゴ政府の要求する方式では， コンゴ外の同

社の資産主でゴンゴの管到i下におかれ， 株主や債

権者ーの保証を失い， 第 2にゴンゴにおける同社の

鉱業権，開発権の認可取消はけっきょく横領に等

しい~つ ¥ 、う理由で方〉叶た (IE27）勺三のためコンゴ政

19 
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ユニオン・ミ同時にコシゴ政府は，を接収した。府はヨi23日にユニオン・ミてヱール托の泊松／｛＼を

一て＿，レ制；がコンゴから fマJ：九IHしてストックして

いく，：，!fa二度；10のf¥::filliとして75｛意ベルギー・フランを

;¥ 1・, I二九11=1にlt[RH_U二代わるllrL ＇，、 ：－1:,

ごf鉱産ジ γ ネラJctL (Soc id，，日eneral仁川日引lai,c《i引

minerais.一－GECOMIN〕の設立をう並ぶしたに新会？［争

日止し，

もし支払

わなし、場合はベルギー・ソシエテ・ジェネラル社

がコンゴ内にもつ他の資産も差し押えることを表

1967年1月1:'d1まで支払うよう要求し，

は資本金を 2億ドノレどし， 55%をコン f政府，15%

を TCL!i~/11資し残りを一般公H号とするものであっ

ユニオン・ミ二ヱールキ土はこれに対して

J J J ::I Ii次のような声明を出した0 (1)コンゴ政府

によって一方的に新会社GECOMINの役員に任命

明した。ユニオン・ミニエール干十はたおす、将恥i

を犯否したので，ゴンゴ政府；tlZJHll 1のf*_j議で，

予定rJ3 :1 J JJ 1 fl よけ 一 lj的行動を L3二とを

他方、よこ）

保安のた¥ ;iLた何？！：はに任命の拒，否全命じたが，これに対してベ，t,ギ－11士約U T ミJ1／長認しよご什

め斡定的に仕事をすること，（2)1965年2r:l 6 f3のユコオン・ミ二 T ーノ1"H:x持をt<nJlケを発表L,

コンゴが一方的にベルギーとコンゴ間の協定は，しにつ '.Iレギ一政府；土石ilにIIiパ 1].,，＇（一向コンコ

J〕持協ノ）コン 1政府への移；i実に／パ、て；L 1%5千！～ 工ア二オン・ミニエール社への約束を変更できない

したがって今同の鉱業権の按ことを定めており、ベルギ－JHJの指定に上って、ゴJJIi fl Ci' ！ンコマ守

C 1ンゴのコニオン・ミニヱーJレ社資本への1;,z f J, r

’ぺ1f
 
i
 
i
 

「
h
l

二t門下ち口氏； 4、IllJ ごJレギ一間コン了fの関係会計J

君主｝JIIとそれに伴う諸権利を無効としたものであ〆 p

てココオン・ミニヱールtl；はゴンゴの処置によ J 予

ても消滅せず清算：中でもたいことっ（3）ゴンゴ政府

ごの変更

; i、二；／＇J、会社？と ｝) ltbギJ5:: 1i , ＇てのみ行ない勺ゐ

にけ－1／；諸島：：；を変更「どtれ円でなく、

;j'; '.2；こそjti こもカ•／J 、 J) 1・, ー－ I ' ~ ' - 一戸、 __,. -I 
-"'.> c－.，、イJ 一三、

i市政の7;-)fj喜：ベルギー・フ弓ンの要求についてはラオl%1i;j.f, .IJ 7日、n＞，、jヲ1J,.o：，ノ；ヵ〆勺i」、it :, ＞ごf

H:rは 400億ベYレギー・フランの資産を接収したもL:1也fkl(f :J' =. ：＇，同［全域 Jこっきr,r'ht与をHf¥£L, 

かえって貸しがあること。（4）コンゴの今日ので，み付鋭、111:こwi1-,:, trtポlj山，ij是正F；ニ／） ぎ主権をIii!仮す

：ノヲ処i置にもかかわc，ずユニオン・ミニエール社は19(iり年メ ）J '.! 11‘ベル ・＇（－.；＇，ど規定 Lて（、、己，U・, 

工場の生産物のfl佐 Aの所有者であコンゴの鉱i[1, ニゾ1Hu干すのH1反か可、1・1I.ぶこえ;ji. ' ;I交昨日仁ゴシ

これがユニオン・ミニエール・ベルギ一本社I) ｜刊に行 7； われる liJ~ :J I .,1G協定に!Y:・j・るとの 1＇（坊を

主たはイラ、ソ七ノレのベルギー・ソシニEテ・ジェネ第：iにマく 1].,I一政府か，；i;'.；リl1・，山べ：して＂＇く〉て土 r

これi上ヲ／〆ti以外ゎ者により j',:,') Illされた場f;-,i'r j G二とにJ：♂ノて‘てL三寸一／・ミ二コール;:tit、

コ二オン・ミニエール社から違法に奪取されたもっJlv・ l 'i'I＇上iQ;tl'.llrJ,.>,7'，＇「を：＼・ンシャ「トド： fち転／・一寸 、. 

これを購入した者は悪意ありとみなすのであ：J'二＇：， f政l(fカι三A:.を1出め八九：どのJ！｛＇信士し三レ司

コー三オン・ミニヱーノレ社はすべての法的手八ルヰ：新会社ぷ：u))Ji:Iを／［＼ Lたもれであり、

ri.tを尽してその生産物のfwl復をはかる行を表明し政治的に今度のこ＇ :.. c,' （／）処；i",'.i：反一政；附i工ildlJ、

デ・ ( il.28 ¥ 
4、. 0 

与jTるとい ＇~！ i, のであったハ

つ7コンゴ』士山；土 IJ] l fl子定どおり寸三オシ 二の上う I；ペルギ－｛Il!Jの強い態度とともにコン

コニオン

ミコブールi'lーや

コの意図した新会社じECOMINには，手のコンコ、

の全資Tfid淀｛品、生i宅物のてト、ソケお上びfJi行預金）

♀o 

ミ三三プールtlの鉱業権をとりあげ，
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く，けっきょくコンゴ政府が資本の60＇；｛，，他をー

般公聞にすることになった。さらに1月15日にユ

ム fン・ヰニエーノレ社はコンゴの要求する金額~

fムかなかったため， モプV大統領はユ三オン・モ

ニエール社の13の子会祉の固有化を発表した。 ま

に一般公開株tこJよ；じたの；Iベルニマーの勺ンベール

銀行， フランスのペネロヅヤ社〈ランベール銀行と

1,,Jじくロスイーャイ Pレド財協系〕，イギリス οRoan

Selection Trust （ザシビア銅開発会社の一つ〉によ

心国際コンソーシャム結成の言動きがあったが， い

ずれも新会社への参加はコンゴによってユニオン

．ミニヱール社株主への補償支払L、を条件にして

いるものであるとか，技術協力のみであるという

口実のもとにユニオン・ヰニエール社会崎激す心

ことをさけていf二。

しかしコンゴにとって年間3億ドルの外貨収入

の道がとざされ、必需品の輸入にもさしっかえ，

国家予算の半分を占める税収入も得られず， ユニ

オン・ミニエール住の方もコンゴタトのストックに

も限度があって，長期戦に耐えられぬ状態にあっ

た。そのため国際コンソーシャムの動きが一応速

のいてくるのと前後して， 1月末からペノレギーと

コンゴとの交渉がめだってきた。ユニ寸ン・ 4ニ

エーfレ十1；とベ／レずー・ソシエテ・ジェネ＝；ノレ祉との

代表者が2月にキンシャサで協議し， けっきょく

コンゴ政府とベfレギー・ゾシエテ・ジ tネラJ!.,tl：‘

の聞に販売面はユニオン・ミニエール祉がもら，

新会社GECOMINは生産を受持つことになった。

2月15日付けで GECOMINとペノレギー・ソシエ

テ・ジェネラル社の間に「技術協力協定jが威力ー

した。コンゴ側はユニオン・ミニエーノレ社をすで‘

に消滅したものとしてベルギー・ソシェア・ジム

ネラlレ干土を，またユニオン・ミニエール社は GE幽

じりMINとi!'J:tKl/i自定を結ぶこととその｛f主を認め

ることを避けてのi雨宮山協定であるといわれる。

f~，j時にこの協定はユニオン・ミニエール社に対

するコンゴの補償と， コンゴ（／）同社に対する陥償

請求は閤際機関の裁定に委ねること， 1月1日か

ら停止されている銅の販売の再開，生産の継続を

も規定している。

けっきょく新協定によってユニオン・ミニエー

／レ社fi¥)'j減し， GECOMINの成立が認められたこ

とになる。 しかし実際にはユニオン・ミニエール

社株主であった〆ごルギー・ソシエテ・ジェネラル

社がその鉱産物販売の業務のほかに，一定の手数

料をとってユニオン・ミニエール社の実質的経営

を引き車隆ぐものと恩われる。他方コンゴではユニ

オン・よ.二エー；！.，社の生産部門をコンゴ化し，会

社における株の持分を 60%にふやすととによりラ

形式的な支配権を握るとともに，配当も増加し，

生産物の販売代金Iこ当たる外資を従来より確実ま

た迅速に回収することができるようになったもの

である（／129）。

以上にわたってコンゴ政府のユニオン・ミニエ

ーノレ社接l[JlのL、ささつを述べてきた (iiJO）。しかし

これで、解決したものでなく， まだ補償やコンソー

シャムの問題が残ってL、る。

もともとカグンガ特別委員会を解散し， そω財

産を接収するとさ (1964:iHl月29日）も，コンゴはこ

れは国有侶と関係のないことを表明していた。 し

かしチョンベ首相は「われわれは4年間独立凶家

であったが，しかしその間，われわれは植民地時代

のベルギーとの協定によっていかなる国土の鉱物

開発も制限されてL、た，今回の処置によっていま

真の独立国になった」と述べたが， これは国内の

反乱分二子をなどめ， 他山アブ ＇｝カ諸i司の支持を得

るためでありは31)，また同時にコンゴ政府はこれ

;J植民地；¥jlJ度路止に関する国際連合の決議に！心J
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くものであるとしじ そ（／）点をょとしIJ'{l；千n)fJ丈で強

I濁した己

Tなわら，コンゴ政府は Ifili主総会決必の枯ドj1に

ほづいてコシゴ独立｜民 主たはヘル平一；決コンゴ

山植民会社i二議渡した土地， 森林，鉱山に関する

ネ握手1]/'i:？，了dし、 二jL , , cl＞上i也， .J主体、 鋭、iIIに／lし

てコン：ten主権を行使1一る。 しかし ILゴ政府は

｜叶内に定住し去たは資本を投ト L！ニケトドl人v>ir：、1;

な権手ljにたIしごなんIらt是害する志国企もたず， 1Ji 

き続き／＇1~~撃することを規定してレたJ

Lニオン・ミ二ユ二－il,社資産r斗妾Jj,lLl:, 1%1 ii. 
:l J Jスパーケ外相がコンゴを訪問iしたときのγF

,', .・，・ 4ハーケJ}j,i]fi別のq1で『 ベルヘJ一政）（fr土
Ill ベ／レギ－ fif~ 」ンゴの資産がコンゴ共和iりに j,，両院

・tること企，；，gふうできる／ニfJI1lくコンゴ｛位I］十二引き渡

ナことに1,,LQ：」引、たことから始ま；）' ヘルこI一一

例lはそω実i見，））／こめには，コンコ政月：tかせのi!.IL／，λ

1r'.｛白iiiこIIJ・ ~ it.,ベー・：Iンゴ政 ）{f!J， 二2zi:-¥:（＋ヴ；二＇；

十［：， J: Cl 〆 ！大；1m町立会？！、 iJノJ:. Jiご＇：tUとが；／レ／」

契約乞（＇~） (.; ／こめご吹i認し『 114千｛｛仁川JJ）｛，、ltflij償一｜

ーしと L、）(]' f打開条fl:・i'.jけぐい／こ＇＂

l川fi{f ;J) jに{ri；＇；された法によふ本部 i作中よい鉱

t惟I＇）変~： t司 L ーナン・ミユ工、ィレのrtc1千ffヒこ

なく句 出1-1＇令に｝よ J J ＜会社のニlン：lj土｛じと L、j>A iこ

1いる J こしり処i月にけLてヘノレギ－tWJi土、 1%5 ii.cl) 

しVー・じこrw,1ιど←iンJ のJ'-.t'i三訟のJ;;(tl!J；.こ
違反し）こL、〈〉三社tilJしJこか， この投資話、it. ikH1‘ 

化に問しては、 公；v.>'J必要'it戸山／；， /~ J斗訂以外はh

;'rリてl土T(,, ・.J、 い、Hiイヒを寸ーるとき；上泣21ltiこよ・.

Crとがi.·,.11 ：ニ f:~Jcに七 v 川 lとうん：倫償が支tLldt

／ニ，•• 1 ）ちに主他~； ,/ l ふ J 、－~＂ -J, c.lJとしてL号心、

：ン 1,J>1-fij flイヒ，.1lfll1l1it tf:iN1下jで tわJ；こと itj, 

三ヒ I）『 JI'¥(ifn't'.Jな？？九｛；： ), I・: tr,'; .j lたu そのfこ

んiン、ル＼ -ll¥Jと山Ii／＆＇，とは，；＞りとり特イ早占： JL r協立
ーヲヲ

ーー

や位、fltに定めたMi償規定も尊；rliされてし、ないυ

これは発展途［：凶iこ法尊主主の精神が tr＇・、という

ものでfι く， 114:ff化が民族主義的必要求というき

わめて政治的な現象に一致することからくるもの

といえようり

しかしゴンゴ；：上，ユニオン・ミニエール社内陸収

日1"1監をけっきょく補ti'lすることになるだろうが弔

この補依はベルギーが鉱産物の）！反日告をにざ＇） てi

〈｝以じ支払われるであろうむ ht.i 1 fこ｛也のアブ I)

lj ,;/'; LEI，たとえばタンザニアの［f.lff化 ω婦i僚に

ついぐいえば， 1%6/,fのγルーシャ立b"（社会J~－~ 

j]支；/.¥lのためのIii!千ifヒを行なう1γ言）によ， yて銀行，サ

イザノレ会社等のi五i有化が行なわれたがともに補償

を行tr.うことがゆい己さjL, 銀行uJft!HJ員にWJしてi土

うゴンーJーク山会，；十協会がタンナ＼ょア政）｛干の依頼で

浮定しており， 中には解決されたものもある。し

かし外貨の子持（l%6if'.,26加 JjJドンド）をはるか

に上1111.;:, Cヴィザ’L会祉の補償だけでもおsrnrJiポント、

といわれる）額であるため， lllli！寺の，主：~JJ(ドJi( ；文11、

L、；上行正（;ly;j Lていl.n、のが？を.ii自でんるυ もとより

iづ｝td11ifi良川イJ'ts. j刈しているう－:I-はさわめて£
AL Cあゐ匂

[1jfjfとはまさに発出途上位nのきA＞め亡11'1；戯な，

｝！二正当／（！~；P:に）去っくものとし‘えよう。 コンゴ

山地ii"i tタンザニアのように明確な［r;jfr ｛じでな

、j's［並fr｛じともL、う－、きものであるが， γルジ

>. IJγの114有化と1,,jじくこのすくれて政治的な玖1

s,iも（｝＿；をq1心として／f1A) :l Lてさたものであるむ
4. 外属投資

3住民途上凶がその経済開発のための資本企， 1・1 

j 1[,; ），.ーらで！・）｝に調y主することit (1とんどイよ,,J能と

uえる υ そのために外｜はかんの公的な去た私的は

J交資企受け入れJるが、 そ山ためには段資il:、そのも

し＇）（／）；！；むとはιとより， 1l'iiil；＇！与に会祉法の整備か必
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要であり，さらに税法， 為替管玉虫法，土地法，移

民主允どもそれに適応したものが必要となる。

しノハしもともと投資家にとっては投資の決定は

法の問題でなくきわめて経済的なものである。ま

寸投資をするI一司の経済的『 社会的状況，第三に現

在および将来にわたって当該政府が投資家にどの

ような態度をとるかということ，第；iにけがjとす

る企業の収益性が問題となる。この意味では法に

対する知識の程度やまた怯そのものの存在はニ義

1'i(Jな問題どぜ！ってよし～l しかし任会の安定してい

る国と異なって，不安定な発展途上国では，投資

t：対する政府の保証の問題がまた収益性といに意

味をもってくる。

投資法しかも固有化や接収に関する場合の保証

を規定した投資法は，多くのアフ lJカ諸国が制定

しており， しかもその後現状とみあうように改定

むれたものが多い。

この投資法は，経済開発のために資本と技術を

必要とするアフリカでは屯要な立訟であり‘ 士た

経済計画実施の資金的裏づけと伐る法で、あるた

め，国家経済計画の作成に平行して制定される。

「独立，計両立案，投資立法はたがL、に作代を追

った結果としてあらわれている」 (/132）ものであり

また「日再発計証11[内法的哀／5,tJ位制となってL、る。

投資法の主たる内容は，政府により特別の優先

性を与えられた産業を列挙し， かつ分類するもの

であり，具体的には「認められるような事業継識j

の形態，租税措置，受益産業に適用される侵遇措

把などにつL、ての重要な指示を六人ノでいるり外国

民間投資の場合には移住， 内国民の雇用，土地の

所有権，登録の条件，外貨送金に関する規定さら

仁［Ti千f化のための補償， ~0争解決のための子総の

規定を含んでいる。またそのもっとも新しい特徴

どしら投店主検討し， F続（l':Ji_l1!l湿し，こhを

殿慢するために，特に創設された行政機関に関す

る規定を含んでいる土とである（注34）。

かくて投資法は， 手のように攻府の政策と手続

を規定することによって， また行政の枠組を設定

することμよって， iヰ内投資と外国投資に便宜を

与えたり，規制したりすることを目的としている。

i投資訟は，潜在する投資家と行政者に討して法

的関係のl内線な構造を創出するjものである位35）。

一方この国内法による投資の保証と平行に，保

昨に関する111際的な動きがある。それはまず国連

の決議にみられる。すなわち， 1962年の第17回総

会での天然資源にtll!f－る決議の中に，主権国家が

自由に柿結した外資協定は誠実に遵守されるべさ

こと， 悶有化にあたゅでは適当な補償が支払われ

るべきことが定められているυ

この決議とは別に，他の国際機関の動きとして，

りECDや UNCTAD（国連貿見開発会議）の要請iこ

より世界銀行は投資の保証に関する協定を作成し

ている。その「国際投資保証機関に関する協定条

文案J（！%州立l)j:Hll I）は OECDの最終案を基礎

としており，世界銀行は各国政府，国際機関並び

に1（工（Ik!ii！戸商業会議所，実業家のri:1際団体で，主要t;:

非政府団体として国際迷合において協議的資格を与えら

れている）にその松討を要望したーこれは投資の多

角的な保証を呂的としたものである。

さらに世界銀行を中心として作成したものに

！国家と他の国家山［ti民との問の投資紛争の解決

に関する国際条約」がある。 これは国際的な民間

投資がしだいに活発になりまた最も増加iしていく

のに従って， この投資をめぐる投資受入国と投資

llflの国民との聞の紛争も多くなったので， その解

決を目的と Lたものである。普通この極の問題は，

凶際的な解決方法によらず，投資先の法律によ q

てそのHW-1の訴訟手続によって解決される。 しか

23 
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しときには，闘際的な解決を必要とする場合もあ

る。この国際的紛争の解決にJ八、てはI＠際司法裁

判所があるが，それは聞と国との争訟のみ管轄し，

国と個人の場合さ：合まhI婚＇ o ミミでこ J）ような争

訟を付託して国際的な調停または仲裁のできる機

関を設付ることが望ましいという多くの闘の意見

により， 1%2年の世界銀行の年次総会総務会に提

議され， 世界銀行は国連の援助と86カ闘の代炎の

もとに滋多の討議をへて作成したもので、現在世

銀加盟各国に付託され調印を待ゅている。

この条約の意図するところf士、投資家（＇）保詰 1UJ

通常投資閣の法律によるものであるが， その保証

U:経済事情や政変；こよ－，ご完全f二安定性ボあると

はいえない， そこで民間投資に闘際的な投資の安

全↑生をあたえよ 7とするものである。 Jtf本的には

仲裁のための諸施設を提供するセンターを作り，

二として吃4に付託できる紛争の条件は議 lに紛争

1／：投資か 1・，直接t二発生す，心法律i：の紛争である三

と，第2に国家と他の悶家の悶民との紛争である

ことである。

投資は， このように投資法による資本輸入凶の

｛恥正， ゴカ国情］条拘， さらに資本輪出UJ ；こよ心 ！与~

J正，多角的保証， 国際的保証によって守られてい

るJ い；／）： :t投資パ、国内法， IT.］際法の 1,t~面から保

証iEを与えられ， そのもとで公的，私的な投資訟は

主すます憎大し心、く向'i[/,jにある。

次にその具体的な投資法としてアノレジ ιリγ川

場合をみ℃みよう。

アノレシ J り7’じおし、 C:.t 196:1年7JIに最初jの投

資法が制定された。いずれの闘においてもそうで

わるが司 斗豆l二 l、る投資i去制定it非主i~民地fむの li',1

接的な表明とし、えよう， なぜならこの投資の保市l

l土方い：と上でと ：＿，；こは利権的地位の確保のように

みられたも山で， それは多くの場合投資色り－える

z4 

同と受け入れる閣との聞の不平等な条約による保

,,rE，であったからであるν

しかしここにいう投資法はそれと異なって， 全

般的でありまに J 方的な規定である。

アノレゾエリアの投資法も，アノレジェ IJアの独立，

経済計闘の作成に続いて制定されたものであり，

全文部条がらなる法典である。しかし， ほとんど

活用されずに廃止され， わずか二つの企業がこの

法の適用を受けたとし、われるυ そこでこのi去が適

用されずに終わった現出を述べておこう。それは，

外国約投資家にとってこの法典は， その適用の実

際的な規定を欠v、ており， またある種の必要な知

i；誌をしめしてiれ‘るが現実的ではなヤので， この

法典を真剣に考えるととができなかったためであ

るとし、 b~もる。

またこしつ法典によると保誌は「承認、された企業J

と「協定に基っく企業」とでは具なり， いずれも

まず一般的保証を与えられていた。この一般的保

証とは，企業の職員や管理者の移転，居住の自

!11，法特に財政上のi去の前の平等であり， tis!千干イじ

は純利益の積算総額が投下資本総額に逮したとさ

じ可能でありラ正当な保証を得るものと規定され

ていた。 さらにこのうえ企業の性格によってそれ

ぞれ異なッた保証や特権があたえられていたυ 全

般iニトリポリ綱領が定めるように，外国の個人資

本it，品合企業内枠内での補完的投資としての役

討をもわう さらにその利益の一部はアノレジ L リア

で再投資されるとし、う条件に沿ってはいたが， あ

主り現実的でかかったといえよう。

これに対して新しい投資法はブーメディエンの

政権以後1966＞ド9Jl iニ公布された。この投資法は

経済開発部門における資本の役削，位置，形態と

法的保riff；を定めたもので！日投資法とはかなり異な

ってし、るω
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出 1 に個人の投資は 1r1法と ~lなって原則として

υ1-Hてはないことで， 経済のきわめて重要な部門

lιt, L、ては国家の定め心機関；ι上つてのみ投資は

決定される。他の部門においてはより自由である

しかしまったく自由というわけではなく， 製

造工業，観光事業では行政庁の許可により，商業，

ヵ：，

lトーピス部門では法令じよる。 しかし国家のみが

そしI)I刊門が重要か否かをIJ¥J~ , f三 い’こ混合企業か

百！，ミ士とわず， 重要調；f 11］で；土ji'1：拡t二， i自の場合に

itlMJ怯的に介入するもりであるわ

第2に外国投資も自闘の投資もいlじような便益

と保証があたえられることである。 しかし外国資

本になんら特別な考慮、を払わないというものでは

f;_ ，，、。

そしてこの協定（あかは（I(｝：）やそhAこ基づく保

μ［上に Jル、て， 投資法は企＂ff｛をi主張ttrこ従って三つ

i二分割し， それぞれの制定念行／（.pている。

そしてこの｛呆祉に附していえば， 協定は必ず保

在止を合むものとし－c, 旧法と同じくj去の前，特に

財政上の法の前の平等， 第2に利益送金の保証，

第；i に国有化の際の｛Jtt~正という一般規定を含んで

L、る J この国有化の場行；工，制定 2:!Lまた常に保

,,1L／，.支払われるべきこと士.l¥l定し／二文書によって

iJ'/;,lJ~l,るものとしてい心｝ 亡し、とU＞｛与：試は 9

ヵ）J以内に， l.fil家の手に依リfニ民訟の純価格と等

しし、ものを支払わなければならないとしている。

このほかに企業の種類に応じて， それぞれ特殊な

財政上また特殊な思恵があたえられている。

この新しい投資法は， Ill itに比較してより現実

(1γcふり， また厳格なもしりごんら しかし！日法が

かなり自由な規定であ J I ／ニ，／）；二11土、ィムと， かえっ

てこの厳格さが投資家を火｛，、三せ心どもし、えよう

（注36）。

アノレジューリアは， 経済Jl酬のiii必のためにYラ

社会主義諸国、クエートの財政アiリカ，
、叶
/ P、、

援助や資本の導入を行なっている。 1963年の公共

投資いえL、する融資機関であるアルジ且 1）ア開発

金庫の創設とともに， この投資法の果たす役割は

アルジエリアの国家経済計画である公共大きく，

管遡， 自主・社会管理， 私的管理の三国と， それ

ぞれの企業との開発， 育成をitなし、，投資に対し

ζはその保ぷを十分にして法的な安定性を保とう

としてし、.；：， 0 まさしくこの意味で投資法は非植民

地化の！別法的な産物であり， 投資家と行政者との

法的関係の明確な構造を創出しているものである

といえようは37¥

（注15〕 石村善助「アフリカ法研究序説〈終）J，『法

律l時報』，中央公論社，昭和39年11月， 63ベ｝ジo

( 1tl6) M. Rheinstein，“Problems of Law in the 

New Nations of Africa", C. Geertz ed., Old Soci-

cties ancl New States, 1963, p. 239. （石村長幼，凋

i：治文， 63ページ。〕

(i.L:17) プロット教授は， ζの土地の質佐について

は，プブりカ独白の慣習法上の制度が発達しているこ

とを指摘している（Allott前掲論文〉。

（注18) プーメディエン後の経済政策のーっとして

財政上，御茶色上の地方分権化があり，これによって白

L::ffl':＇心n,11::.が行なわれている。自主管理部門では，

JJX:,";'.l,IJ厄〈ょっで，開発の利益仁M，関心で，そのためこ

,'¥':t"JJ 1}/clJ｛が狙害されている。そのため（lJi'I主管理

.f l'r三， ci)k，および管理責任売の役；刊を町Jli'(i;‘にL,(2) 

II: J;,1）う；・j! iについての合理化を日かり，（：：）!11政酒のl!ill

羽J，および:t庄の計耐化をはかり，（4）地方分権化にそ
った補給，前品化径路の再編成が行なわれている。

（注19) tm稿「石油ナショナリズムと経済主権の確
立J，『東洋学術研究』，昭和42年5月， 35ベ｝ジ。

0J20〕 きらにトリポリ綱領は，資本主義的発達に

’ノL、二［1］＇託収入と私的蓄積，； ) n しさ；土，手IJl,',1の大都
が外1,iに流出して行く事実， 1'1:1を＇＼＇i弘法手IJ/il'J，高金

,Fl卜り［lf.]fご！日いられる民族資本， 111'Jllされらことのな

い労働力が形成する豆大な資阪の結集，これらすベて

がアルジエリア経済の資本主義的発展の障害であると

述べている。

( i.E.21) C. Garreau De Loubresse，“Structures et 

Zラ



むすび

1968010028.TIF

r凶lit<'.,juridique d田 nationalisati叩日日lgeriennes”，

Rn・u,; internatio，叫んんのuiti"Ullljh1re, j四.－mars

19G5‘p. 75. 

（注22) このころは， !1-farchest円JPicau.ret med,'-

terranes 61年11月25日をic;，似した『アブリカ経済事

悩f.il1962年，第4号による。

(/123) 「コンゴのユニオン・ 4ニ品ーノレ接収事件J,

r経済と外交J，昭和42年4月によるの
( iL24) ただしベノレキ ,,11; 上jl : l fit:ノ〉率はコンゴ

」lを！/J24.49%,TCL20.U＇＼，、ハタ J :.'; -': ；上12.24%，ベ

ノレドー・ソシニテ・ジェ ·r' ノ＜l け！ i.~H＇＼，、その他とな

' = ; jり，また1967年1IJ :¥ i I.；；、ι；ー外務省の発

入、ご I.：，チョンベ・スパー ケ協定；二 J 乙 tニオン・ミニ

且ーノレ社の実際の資本株成はコンゴ政府 17目95,TCL 

14.47, カタンガ会社8.95, ベノレギー・ソシエテ・ジ

且ネラノレ社4.64，個人株53.99となっている（「コンゴ

の品ニオン・ミニエーノレ接収事件」，『経済と外交』，

I！日平日4己年4JJ, 11ベージ）

〔：125〕 「コンゴのユ ι .（ ／・、 L Fレ接収事件J,

I'泌［斤と外交』，昭和42114IJ、 上.・：， 0 

(iL26) 1967年5Jl 191:, 19'.¥7:q.;!,1；：，ζ、J鉱山法にか

りうものが公布された。これ：J外'tiにL人J道をあける

もので，外悶資本には（1）コンゴの民間資本との合併，

(2）コンゴ政府との合弁会祉の設立，（3）単独でコンゴ法

人の会社を設立するというごさつの方法をJ,gめている。

この法はまた植民地時代の制限と特権の際止を 11的と

している。

（止27)(i:l:28) 『経済と外交J I W，＂白去、， 11～12べ

, 0 

C:29) ユニオン・ミニ ι ー～；L山政,I，の歴史や河

川J）協定については特にbih',cn H 'f, ＇：株式数など，前

崎「コンコのユニオン・ミニエ］ノレf者収事件」， r経
済と外交』，昭和42年4月におうところが多いυ そのほ

かに週刊誌の Afarchestropicau.r et mediterranesが

もっともこの事件をよくったえている（19674'1月か

ら3月にかけて）。さらにWestAfrica, A.jケicaReport, 

/lfrica Digest，『アフリカn：主流・J¥'h日を 0-考とした。

(, :¥0) ユニオン・、 .L JC :1【＇jljぷとぜI：外ft

Jユ；： l対していえば， l~l 社しJ1966＇十

jj F ：ιギ一．プラン（ 1ヘμギー・ブア＞7.2円〕で，

l株当たり 350ベノレギー・ファンの配与がある。コン

ゴ外の資産は預金，金属の手持ち，有価証券合せて113

億ベノレギー・プランとみられている。なおこの補償は

26 

1nリ！）の1[］｛上が協議しているといわれる。

(,Lll) 「ユニオン・ミニエ ル：，JJJ,.,』又；こ踏み切っ

/: ,, ) ; t，経済的独立への願望もさることながら，モプ

ツ大統僚にとっては，チョンベラi:tl‘相に致命的な打撃

を加えることが狙いだろう」。カタンガ分離， 九タン

レーピノレ事件などをめぐって「品ニオン・ミニ品ーノレ

社資本の番頭」といわれたチョンベ元首相はスベイン

に亡命中でもその勢力は根強〈残っている。

！プツk統領は，国内でのチョンベ｛む十，／1の）｛がかり

ごっぶ I／：三lえでチョンベの黒幕コニオン・ミニエー

ノ社に f0つけたもので， fユニ庁ン・ミニエ ノレ接

Jli ' ·.ぺ•｝it被措置は，いわばモゾツ if ＋ョンへという

総力以下しつひとつの現象にすぎなv川Jかも LれないJ

（「品ニオン・ミニエーノレ社接収とコンゴ情勢J，『世

界J，昭和42年3月， 28～29ベージ。〉
〈注32) Krishna Ahooja, ＇‘Dev巴lopmentLegisla-

tion in AfricaヘJournalof Development Studies, 
日，l2, No. :1, April 1966. （桜井唯夫訳［アフリカの

rHD'c tr i.ムl，『月刊アアワヵ』， 昭和42ifll月， 61ベ－

<,.) 

c n ::1:1) 1,u上， 61～62ベージ。
（ほ，34〕(il:35〕 向上， 62ベージο

〈注36) Francois Borella “Le droit public 

economic algerienヘ Rev官e algerienne des 
sciences juridi伊tespolitiques et economiques, 1966, 

No. :3, No. 4による。

〈注37) 土の投資法に関しては同上のほかに，“Le

nouveau codes des investisscmentsヘLernois en 
Algerie, fcv. 1967による。

む す ひ

以上にわたってアルジエリアやコンゴにおける

固有イじを中心として法と経済，政治とのからみ合

いをみてきた。

戸ブリ :iJにおいては法はときに支化され， とき

に高’i'h乙権力討の支配の手段とされる。 しかしそ

の法は，経済とi司じくまさに，，.え行錯誤の段階にあ

る。現尖の苦手jきがあまり流動的であるために， 法

はたえず改変されその正確な姿をつかむことはむ

ずかしい。また法はきわめて固定的なまた伝統的
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な社会開J査の I'.f.二i分に泣透できずにふ’かれたま：

飾品のkうにもみえる。 そしてたえざる政治変動

,. ) ／こし・！）i二内 ;1；秋山内1ぐ定｛’Ht＇，；；；；，二位lif.：；こ（）、ん L,

iLい社会によt-J-.~適応性 :c 点火し

ゴト；L 与。

こ山政H，と山l¥.:W毛てJ上‘ iLもJよこ広iも＇ltl文ihf¥.!,
者とごん。） ' 他山Iムl主政ifiとはlザj縫に；丸山jミ;j!. i'.:, ' jことえ

lブJ＇.！！ 支配jlこ汁立する「iJ:、の支配 と二ご！｜、＇1l比三jL 

；ム仁う i二＞iL:H士ifl）） ー技十！っとして 11'ill J旬。 社；

山、 l一くALごii幻（if！りと L、え＇シ cl川上、二〔／｝店l味、三より., ・c 

政it,i；＇ラ ·'t'iif~ ,. ,1t1~·J ） 仁うに rtii'.Jhわにを必要とし F

ぜ、こと ；＇）＇，，＇. j会，＇Ji二：i）して， （｝；、（工；；1・iに政if;ll的をも
-~ j 寸 J ，、ペトマ
') K、v、；J t，υ ） ＇，ι，， /c)η 

し泊、しこ J)jf:灯台祐力；士無煤介的に法となるもの

で；上ぷく ｜山i首itともに歴史的tr. ＇定の？！会構造

し／）児乞；こに ） ・: fi'{f「ミ d 己も ふるに｛也一面，il、iよ

lji.に政治山 （－としご『 Jと •l>(i'i I 1/Ji'(J.';. H.'J:として

し／）秋1＼－：でふ〉るtことど七九十， 1!1.U川主：）J－士山ものを

f)Liu・ ノ；T心出自主をも，）にうにな心。 ここに「i去の

文配JV〕迎念が発生すく＂~，ツ， /;, 11 Yプ｝）プJiこ:tsィ、

てはこの「；去の支配」にイ，L、ご :-) Jパ！）誌がみら

A L心。 一一命Uでは， 「i去の支配Jと1；寸 l~l I正紀末に

イ千 IJス）で生まれたf貫主i士， ヨ－，， .ソパ諸国では

Jlli JJ,, (1(J役＇，＼；：lj1: ！｛じtこし にか、 jj/[i(J＼~，；ょ；広iiι ::Sh ！こ

こともな（、 ,_ Jここ（＇） R正 ~~rt'}I iこBし /1iNdi.::J也

主j定fァナ l：子一山 J リゴ）リlt''iiとと〉しら jG -cい

るQ 他）jこの「法の支配Jをその主主fこ受け取コ

ている同もある（

こJ)がr11/l民j也.uもと i:,1；υ.) ', ＇！こ IU、l'）：主配 i、

I it1'11,J'i,.''it・i1l:J v ＞もつ千）訂iし )..: t¥ ;;{ i);;( (I）支配士

II i'icJとし Jニ〆ブ ＇） /; ;iね1,iと先i.llil1lli¥J ,J> ith 1とや，

jしとあlf(J＞川、たさまさ、主しりlJ_;J内法にみられる。

ーノ
／ 

」

11,] 

有イじItそc');0°:I吠で古典的人：「法山支i日jに対すど3

Yンチテー！lといえよう。

：とたこれらアフリカ諸国にお，，、ても経済はやは

上） 7との経済法ftiJに従っているものであり， ど（｝）

j；う t正支配もこの経済法貝ljやさま；，；・まの社会規範

を無悦して｛-fl；うことitn策ではゐ；い，
Jこi};i二枚！子・5irtd Lてくる。

主七六も主

かく Lて法ittjLI二政治権力を秩序つけるのみて

なく経i斉をも秩序・5けるものとなる。

ももとより法は万能なものではなL、。

とはし、って

なによりも

法が来たす現実的／1：役割を客観的にち察すらこと

によぜ〉て弘代（／）アブ IJ力における法の役割と芯；議

企長IIること ／1・必要であり， そυ）ことによっ vぐ：Ef二

アフゾ力にお；Tるbとによる秩i"'f,

姿を解明しうるものであろう。

安定性の実際の

（注38) iぇ谷JI!, 1l'It品J命ぷはAA法flt家会ふ C I ,1、
の支百りについよその本11｛，：＇ぱくらし fの［よゾピエト

()) fにii.であり，それに同調Fる同や，またナイジェり

ヲひょ jに 1iムω支配jJう’1（伝を{jなっている屈のあ

るこ E士報じてし、るG
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15 「アジアを見る限」シリーズ「一 と日本ア手／ア東南

判ii新l出1訴訟委員

＜目 次＞
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~11 章新しい東南アジア

I>東南アジアをどう見るかじ〉東南アジア鋭の停滞I>主体性の無視じ〉拡大する富の落差I>進む平等植民
地化コースI>援助という名の収奪じ＞放いのない現実I>大国の L ゴイズムじ〉ベトナム戦争I>戦争の内
と外I>新しい東南アジアじ〉新秩序の模索じ〉地域協力は花盛りじ〉胎動と模索仁〉自主独立への道I>地減
主義と民族主義I>地域主義と大国主義I>地域主義の始直買までb地域協力の内容I>地減協力の限界
仁〉東南アジアの地位I>ナショナリスムの進路仁〉混合革命じ〉東南ア理解のためにじ〉インドシナ半島の
l司々 I>多島海地域の悶々じ〉インド大陸の国々

；お2章日本の立場

I>転機に立つ l>H1J1JJ昭三c')T,/,';,:I>援助の'J!蓄電仁〉存易でないJ妾助富良一仁〉経済主義の治頭［〉阪F1jの主ll1L
I>迫られる特恵供与ヤ 7 シア外交はどこに t>求む「山主外交jI>経済協力は慎重むこじ〉廃助と貿易
I>指導的地位の支えレIllfit ・" l(ll債I>日本盟主 f平和部隊JI>経済協力の仕組みじ〉経済協力の機構I>段
助政策の新方i古iJ[>1111手法d事をi，え終日察にI>援助強化の；；n汽仁＞政府ベース援助の増大［＞技術協力の,r,
視［＞自主政策の決定C'>llfl41H足跡つ対象仁〉農業援効と工；：＇＼、 itrt U)J I> l' I Jl)J ［］立への婆望

第 3章援助の理念、と実践

じ＞五つの視点b二つの視点じ〉… 4つの観点じ〉日本独自の政策を［＞平和と中立［＞ナショナリズムの擁護

じ〉連帯意識の強化じ〉変革の推進［＞地域協力の三原則I>東南アジアの一体性仁〉友好・協力のベルト
じ〉イデオロギーを離れてじ〉支配溜思怨を出すなじ〉「渡し橋JI>ベトナム戦争の教訪11［＞アジア的特性
じ〉アジア的アプローチ

第4章地域協力機構
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I>＝カフェ（上1iti、） i/ ＂」／ .；（・ァラン！〉ノ、ン i / jミ＇~~ レ・/ ＇ン t:H会 (l；ι，.下）い f正ノ’生出
性機備l>:W:l旬アノノア；，1,：，；ノ J ノィリンドI>イスラム協力般協じハ fウェー委員会I>ン l ンソン・プ
ラン仁〉東，HアUNIi: J、，；＆ ( Iーi11 Iっ1>±,riア決業会ぷ（ Iソit i、jレγジア側発銀行（上，1，卜）じアス
パック（上下） [ ,Jj: Iυj版協力ti；誇［＞東南ア諸凶連｛， ( l・.11，ト）いその他の協力機構

仁〉アジア・太平iri針作，＼＇；,l:l［＞太、I'i芋自由貿易地域仁〉東［）＇／；・ンア IJfHetZ:劫［＞太平洋経済協力11¥tWiI> 木、iこ
洋経済委員会I>政権獲得への道？I>二つの顔I>三木構忽の新味じ〉三木構怨への疑問［＞参加国の範囲
I>大東亜共栄圏の復活？

アジア経済出版会発売
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